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２ 地方公務員給与制度関係資料（平成18年）

⑴ 人事院勧告

平成18年８月８日

衆 議 院 議 長 河 野 洋 平 殿

参 議 院 議 長 扇 千 景 殿

内閣総理大臣 小 泉 純一郎 殿

人事院総裁 谷 公 士

人事院は，国家公務員法，一般職の職員の給与に関する法律等の規定に基づき，一般職の職員の給与に

ついて別紙第１のとおり報告し，給与の改定について別紙第２のとおり勧告する。あわせて，公務員人事

管理について別紙第３のとおり報告する。

別紙第１

職員の給与に関する報告

報告の概要

（官民の給与較差に基づく給与改定）

本院は，国家公務員の給与水準に関して，国家公務員法に定める情勢適応の原則に基づき，毎年，公

務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を基本に勧告を行ってきて

いる。

この民間準拠による公務員と民間企業従業員の給与の比較方法の在り方について，本院は，昨年の勧

告時に，学識経験者の研究会を設けて，検討を行っていくことを表明した。

その後，本院は，学識経験者による「官民給与の比較方法の在り方に関する研究会」を設置し，同研

究会においては，官民給与の比較方法について，専門的，技術的な観点からの検証，検討が行われ，報

告書が提出された。さらに，各界有識者による「給与懇話会」を設置し，給与懇話会においては，公務

及び公務員の役割や公務員給与のあるべき姿等について，７回にわたる議論を経て，意見がとりまとめ

られた。また，本院は，官民給与の比較方法について，各府省の人事当局や職員団体から意見聴取を行

いつつ，慎重に検討を進めてきた。

その結果，本年の勧告の基礎となる官民給与の比較方法について，比較対象企業規模を従来の100人以

上から50人以上に改めるとともに，月例給の比較対象となる民間企業の従業員の範囲を見直すなど抜本

的な見直しを行うこととした。

近年の公務員給与は，月例給については平成14年，平成15年及び平成17年に引下げとなり，特別給に

ついては平成11年以降５年連続で年間支給月数が引下げとなり，平均年間給与の減少が続いていた。

本院が行った本年の春季賃金改定後の民間企業の給与実態調査においては，ベースアップを実施して

いる事業所の割合が昨年より高くなっていたほか，定期に行われている昇給を実施している事業所の過
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半数の事業所において昇給額が昨年より増額となった。

このような状況において，前記の官民給与の比較方法の見直しを行った上で，本年４月に支払われた

月例給について官民の比較を行った結果，公務員の月例給と民間の月例給がほぼ均衡していることが明

らかとなった。したがって，月例給についての改定を行わないことが適当であると判断した。

一方，特別給については，前記の比較対象企業規模の見直しを行った上で，民間の特別給（ボーナス）

の昨年冬と本年夏の１年間の支給実績を調査し，官民の比較を行った結果，本年は，民間の年間支給割

合が公務の年間支給月数とおおむね均衡していたことから，改正を行わないこととした。

（給与構造の改革）

本院は，昨年の勧告時において，地域の民間賃金をより適切に反映させるための地域間給与配分の見

直し，年功的な給与上昇を抑制し職務・職責に応じた俸給構造への転換，勤務実績の給与への反映の推

進などを柱とする俸給制度，諸手当制度全般にわたる改革を行うこととし，改革の全体像についてその

具体的な措置の内容，完成までのスケジュール等を示した。

この給与構造の改革は，平成18年度から平均4.8％の俸給表の水準引下げを段階的に実施する一方で，

この俸給表水準の引下げ分を原資として，新制度の導入や手当額の引上げについて，平成18年度以降平

成22年度までに逐次実施を図ることとしている。

平成19年度において新たに実施する施策は，次のとおりである。

⑴ 広域異動手当の新設

職員の俸給水準を民間賃金水準の低い地域の水準を考慮して引き下げる中で，民間においては，広

域的に転勤のある企業の従業員の賃金水準が地域の平均的な民間企業の従業員の賃金水準に比べて高

い実態にあることを考慮し，公務において広域異動を行う職員の給与水準を調整するため，異動の距

離区分に応じて３％又は６％の広域異動手当を支給する。

⑵ 俸給の特別調整額の定額化

俸給の特別調整額については，年功的な給与処遇を改め，管理職員の職務・職責を端的に反映でき

るよう，民間企業において役付手当が定額化されている実態も踏まえ，定率制から定額制に移行する。

Ⅰ 給与勧告の基本的考え方

１ 給与勧告の意義と役割

給与勧告は，労働基本権制約の代償措置として，職員に対し，社会一般の情勢に適応した適正な給

与を確保する機能を有するものであり，従来より，国家公務員の給与水準の適正化についてのみなら

ず，給与制度の見直しについても勧告を行っている。

公務員給与については，納税者である国民の理解を得る必要があることから，本院が労使当事者以

外の第三者の立場に立ち，官民給与の精確な比較を基に給与勧告を行うことにより，適正な公務員給

与が確保されている。勧告が実施され，適正な処遇を確保することは，人材の確保や労使関係の安定

を図ることにより，能率的な行政運営を維持する上での基盤となっている。

２ 民間準拠の考え方

本院は，国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を基本
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に勧告を行っている。

民間準拠を基本に勧告を行う理由は，国家公務員も勤労者であり，勤務の対価として適正な給与を

確保することが必要であるが，その給与は，民間企業と異なり，市場原理による決定が困難であるこ

とから，労使交渉等によってその時々の経済・雇用情勢等を反映して決定される民間の給与に準拠し

て定めることが最も合理的であり，職員の理解と納得とともに広く国民の理解を得られる方法である

と考えられることによる。

３ 公務員給与を取り巻く諸情勢

⑴ 最近の賃金・雇用情勢等

ア 民間賃金指標の動向

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省，事業所規模30人以上）によると，本年４月の所定内給与は，

昨年４月に比べ0.6％増加している。また，所定外給与は2.1％増加しており，これらを合わせた

「きまって支給する給与」は0.7％の増加となっている。なお，パートタイム労働者を除く一般労

働者では，所定内給与は0.7％の増加，きまって支給する給与は0.9％の増加となっている。

イ 物価・生計費

本年４月の消費者物価指数（総務省，全国）は，昨年４月に比べ0.4％増加しており，勤労者世

帯の消費支出（同省「家計調査」，全国）は，昨年４月に比べ名目3.7％の減となっている。

本院が家計調査を基礎に算定した本年４月における全国の２人世帯，３人世帯及び４人世帯の

標準生計費は，それぞれ169,820円，202,660円及び235,510円となっている。また，「全国消費実

態調査」（同省）を基礎に算定した同月における１人世帯の標準生計費は，97,900円となっている。

ウ 雇用情勢

本年４月の完全失業率（総務省「労働力調査」）は，昨年４月の水準を0.3ポイント下回り，4.1％

（季節調整値）となっている。

また，本年４月の有効求人倍率及び新規求人倍率（厚生労働省「一般職業紹介状況」）は，昨年

４月に比べると，それぞれ0.11ポイント，0.12ポイント上昇して1.04倍（季節調整値），1.54倍（同）

となっている。

（参考資料 ３ 生計費関係 参照）

（参考資料 ４ 労働経済関係 参照）

⑵ 各方面の意見等

本院は，公務員給与の改定を検討するに当たって，東京のほか全国41都市において有識者との懇

話会，中小企業経営者等との意見交換を行うこと等により，広く国民の意見の聴取に努めた。

各界との意見交換においては，本年４月から実施している給与構造の改革について，勤務実績の

給与への反映は制度を導入するだけでなく適切に運用することが重要ではないか等の意見もあった

が，改革の内容は妥当との意見が多かった。また，公務員の給与水準について，これまでの比較対

象企業規模では地域の民間給与の実態を十分反映できていないのではないかとの意見が見られた一
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方，能力を十分に発揮している公務員の給与は高くても良いとの意見もあった。

本院が委嘱している「国家公務員に関するモニター」（500人）においては，官民給与の比較方法

について、「妥当である」又は「おおむね妥当である」とする人が相対的に多い（48.9％）ものの，

最近は減少傾向にある。一方，「調査対象を広げ，中小企業に勤務する従業員も対象とすべき」など

を理由に「問題がある」又は「やや問題がある」とする人が増えてきており，本年はその割合が32.1％

となっている。また，公務員の給与を決定するに当たって重視すべき要素については，「個々の職員

の仕事の実績や成果」（57.3％），「就いている仕事の種類や内容」（33.1％）とする意見が高い割合

となっている。

Ⅱ 官民の給与較差に基づく給与改定

１ 官民の給与の実態

⑴ 職員の給与の状況

本院は，「平成18年国家公務員給与等実態調査」を実施し，給与法（「一般職の職員の給与に関す

る法律」）適用の常勤職員の給与の支給状況等について全数調査を行った。その結果，本年の民間給

与との比較対象である行政職俸給表㈠適用者（168,722人，平均年齢40.4歳）の本年４月における平

均給与月額は381,212円となっており，税務署職員，刑務官等を含めた職員全体（288,935人，平均

年齢41.2歳）では400,685円となっている。

（参考資料 １ 公務員給与関係 参照）

⑵ 民間給与の状況

ア 職種別民間給与実態調査

本院は，企業規模50人以上，かつ，事業所規模50人以上の全国の民間事業所約53,000（母集団

事業所）のうちから，層化無作為抽出法によって抽出した10,174の事業所を対象に，「平成18年職

種別民間給与実態調査」を実施した。調査では，公務の行政職俸給表㈠と類似すると認められる

事務・技術関係22職種の約37万人及び研究員，医師等54職種の約６万人について，本年４月分と

して個々の従業員に実際に支払われた給与月額等を実地に詳細に調査した。なお，本年は，調査

対象となる民間企業の規模を従来の100人以上から50人以上に改めたほか，調査対象従業員の範囲

をスタッフ職の従業員等に拡大した。

また，各民間企業における給与改定の状況や，雇用調整の実施状況等についても，引き続き調

査を実施した。

職種別民間給与実態調査の調査完了率は，調査対象企業の範囲を拡大したにもかかわらず，調

査の重要性に対する民間事業所の理解を得て，本年も89.1％（企業規模100人以上では90.1％）と

極めて高く，調査結果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものとなっている。

イ 調査の実施結果等

本年の職種別民間給与実態調査の主な調査結果は次のとおりである。

ア 本年の給与改定の状況

（初任給の状況）
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新規学卒者の採用を行った事業所は，大学卒で41.2％，高校卒で20.7％となっているが，特

に大学卒では，大企業の採用割合が高くなっており，企業規模3,000人以上の事業所では85.2％，

企業規模1,000人以上3,000人未満の事業所では78.1％となっている。また，これらのうち大学

卒で77.1％，高校卒で79.4％の事業所で，初任給は据置きとなっている。

（給与改定の状況）

別表第１に示すとおり，民間事業所においては，一般の従業員について，ベースアップの慣

行のない事業所の割合が57.4％となっており，ベースアップを実施した事業所の割合は25.7％

となっている。このベースアップを実施した事業所の割合を企業規模100人以上の事業所でみる

と25.8％となっており，昨年（20.5％）に比べて増加している。

また，別表第２に示すとおり，一般の従業員について，定期に行われる昇給を実施した事業

所の割合は68.4％となっている。35.0％の事業所において昨年よりも増額となっており，減額

となっている事業所の割合（5.5％）を大幅に上回っている。

イ 雇用調整の実施状況

別表第３に示すとおり，民間事業所における雇用調整の実施状況をみると，平成18年１月以

降に雇用調整を実施した事業所の割合は19.9％となっており，企業規模100人以上の事業所でみ

ると21.1％と昨年（31.5％）に比べて大幅に減少している。雇用調整の措置内容をみると，部

門の整理・部門間の配転（7.0％），業務の外部委託・一部職種の派遣社員等への転換（6.1％），

採用の停止・抑制（5.3％）の順になっている。

（参考資料 ２ 民間給与関係 参照）

２ 官民給与の比較方法の見直し

⑴ 見直しに至る経緯

官民給与の比較は，公務員と民間企業従業員の同種・同等の者同士を比較することを基本として，

公務においては行政職俸給表㈠，民間においては公務の行政職俸給表㈠と類似すると認められる事

務・技術関係職種の者について，主な給与決定要素である役職段階，年齢，学歴，勤務地域を同じ

くする者同士を対比させ，精密に比較を行うものである。このラスパイレス方式による比較方法は，

昭和34年に導入したものであるが，長年の経緯を経て，公務員の給与決定方法として定着している。

その間，昭和39年に比較対象企業規模を50人以上から100人以上に引き上げたほか，比較職種，比較

における対応関係，比較給与種目等について，適宜，見直しを行ってきている。

しかしながら，これまで比較方法の見直しについての全般的な検討を行っていないこと，近年，

スタッフ職の従業員の増加等民間企業における人事・組織形態が変化してきていること等を踏まえ，

本院は，昨年の勧告時に，学識経験者の研究会を設けて，比較方法の検討を行うことを表明した。

また，官民給与の比較方法については，国会において，比較対象企業の範囲を拡大すべきとの議

論が広くなされたほか，昨年９月，12月及び本年７月の３度にわたる閣議決定において，人事院に

対し，比較対象企業規模の見直し等についての要請が行われている。

このような状況において，本院は，昨年11月に学識経験者による「官民給与の比較方法の在り方
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に関する研究会」を設置した。同研究会においては，官民給与の比較方法全般について，専門的，

技術的な観点からの検証，検討が行われ，本年３月に中間とりまとめ「論点整理及び当面の対応策」

が提出された後，７月に報告書が提出された。

また，本年１月には，各界有識者による「給与懇話会」を設置した。給与懇話会においては，各

府省の人事当局や職員団体からのヒアリングを実施した上で，公務及び公務員の役割，公務員の人

材確保，公務員給与の在り方等のテーマについて，７回にわたる議論が行われ，７月に給与懇話会

としての意見がとりまとめられた。

本院は，これらの報告書等の内容を踏まえ，各府省の人事当局や職員団体からの意見聴取を行い

つつ，民間企業の給与水準をより適正に反映する方法として，従来の官民給与の比較方法をどのよ

うに見直すことが適当かという観点から検討を行った。

⑵ 比較方法の見直しの考え方

本年の官民給与の比較においては，比較対象企業規模を従来の100人以上から50人以上に改めると

ともに，月例給の官民比較について，比較対象従業員であるライン職の従業員の要件を改め，スタッ

フ職の従業員等を比較の対象に加えた上で，比較における対応関係を見直すこととした。

ア 比較対象企業規模

公務と比較を行う民間企業の規模については，月例給における同種・同等の者同士を比較する

という原則の下で，民間企業の従業員の給与をより広く把握し反映させることが適当である。

月例給の官民比較においては，公務における役職の責任の大きさを基本に公務と民間の同種・

同等の判断を行っているが，企業規模100人未満の民間企業のうち企業規模50人以上の民間企業に

ついては，多くの民間企業において公務と同様の役職段階（部長，課長，係長など）を有してい

ることから，公務と同種・同等の者同士による比較が可能である。また，企業規模50人以上の民

間企業であれば，これまでどおりの精緻な実地調査による対応が可能であり調査の精確性を維持

することができる。

本年の職種別民間給与実態調査においては，企業規模50人以上の民間事業所を調査対象とした

が，結果として，企業規模50人以上100人未満の民間事業所においても，84.3％の事業所において

調査を完了し，官民の給与比較の対象となる役職段階別の調査実人員も十分に確保することがで

きた。

これらを踏まえて，比較対象企業規模については，50人以上とすることとした。

イ 比較対象従業員

月例給の官民比較において，公務と比較を行う民間企業の役職者は，これまでライン職に限り，

ライン職についても部下数等の要件を満たす者に限定してきたが，比較対象従業員の範囲につい

ても，民間の実態をできるだけ広く把握し反映することが適当であることから，公務及び民間企

業の双方において，人事・組織形態が変化してきていることを踏まえ，所要の見直しを行うこと

とした。

具体的には，ライン職の民間役職者について，公務における役職者の部下数等を考慮してその

要件を改めることとし，スタッフ職及び要件を満たしていないライン職の役職者のうち，要件を
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改めた後のライン職の役職者と職能資格等が同等と認められる者についても比較の対象に加える

こととした。

ウ 比較における対応関係

月例給の官民給与の比較の対応関係については，給与構造の改革において，本年４月に俸給表

の職務の級の新設・統合を行ったことに伴い，対応関係を整理することとした。

また，企業規模50人以上100人未満の民間企業の各役職段階と公務の各職務の級との対応関係に

ついては，現在も企業規模500人以上と500人未満の民間企業で対応する役職段階に一定の差を設

けていること等を踏まえ，特定の役職段階について，企業規模100人以上500人未満の民間企業と

の間で一定の差を設けることとした。

これらにより，本年の官民給与の比較における対応関係は，別表第４のとおりとした。

エ 特別給の比較方法

特別給の比較方法については，民間給与の実態調査において，月例給に加えて個人別に年２回

分の特別給の支給額を調査することが困難であること，民間企業の特別給は企業全体の利益の配

分として個々人の実績に応じて支給されており，同種・同等比較になじまない側面も有している

こと等を踏まえ，当面，事業所単位で調査を行っている現行の枠組みは維持することとした。

なお，比較対象企業規模については，アのとおり，月例給の官民比較において，企業規模50人

以上の民間企業としたこととの整合性を考慮し，特別給の官民比較においても，企業規模50人以

上の民間企業を比較対象とすることとした。

３ 官民給与の比較

前記の官民給与の比較方法の見直しを行った上で，本年の官民給与の比較を行った結果は，次のと

おりである。

⑴ 月例給

本院は，国家公務員給与等実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき，官民の４月分

の給与額を対比させ，精密に比較（ラスパイレス方式）を行った。その結果，別表第５に示すとお

り，公務員給与と民間給与の較差は18円（0.00％）となり，ほぼ均衡している。

民間における家族手当及び住宅手当の支給状況を調査した結果をみても，職員の扶養手当及び住

居手当の現行支給状況とほぼ見合うものとなっている。

（参考資料 ２ 民間給与関係 参照）

⑵ 特別給

本院は，職種別民間給与実態調査により民間の特別給（ボーナス）の過去１年間の支給実績を精

確に把握し，これに職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年間支給月数を合わせることを基本に

勧告を行っている。

本年の職種別民間給与実態調査の結果，昨年８月から本年７月までの１年間において，民間事業

所で支払われた特別給は，別表第６に示すとおり，所定内給与月額の4.43月分に相当しており，職
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員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（4.45月）とおおむね均衡している。

４ 本年の給与の改定

⑴ 改定の基本方針

前記のとおり，本年４月時点で，公務員の月例給与が民間給与を18円（0.00％）下回っているこ

とが判明した。

本院としては，以下の事情を総合的に勘案した結果，本年は，月例給の改定を見送ることが適切

であると判断した。

ア 本年の官民の給与較差が現行俸給表で定めている俸給月額の最低単位である100円と比べても

極めて小さく，適切な俸給表の改定を行うことが困難であること。

イ 諸手当については，民間の各手当の支給状況とおおむね均衡していることから，今回のような

極めて小さな官民の給与較差の中で改定する特段の必要性は認められないこと。

なお，平成16年においても，公務員の月例給与が民間給与を39円（0.01％）下回っていたが，給

与改定を見送っている。

特別給については，前記のとおり，民間の年間支給割合が公務の年間支給月数とおおむね均衡し

ていたことから，期末手当・勤勉手当等の支給月数の改定を行わないこととした。

以上のように，本年は月例給と特別給の双方について水準改定は行わないが，給与構造の改革に

関して，Ⅲに示すとおり給与改定を行うこととした。

⑵ その他の課題

ア 特殊勤務手当の見直し

特殊勤務手当については，業務の外部委託の進展等により手当の支給実績が極めて低いもの，

技術の進歩，社会情勢の変化等により特殊性が薄れていると考えられるものを中心に見直しを

行っており，引き続き手当ごとの業務の実態等を精査して所要の見直しを図るための検討を進め

ることとする。

イ 独立行政法人等の給与水準の把握

本院は，主務大臣及び各法人が行っている独立行政法人等の給与水準の公表において必要な協

力を行ってきた。今年度は，新たに公表対象となった特殊法人及び認可法人を含め，各法人の給

与水準の国家公務員との比較指標の提供等を行ったところである。

本院としては，専門機関として，独立行政法人等における給与水準の在り方等の検討において，

今後とも適切な協力を行うこととする。

Ⅲ 給与構造の改革

職員の士気を確保しつつ，能率的な人事管理を推進し，職務・職責や勤務実績に応じた適切な給与を

実現するため，本院は，昨年の勧告時において，地域の民間賃金をより適切に反映させるための地域間

給与配分の見直し，年功的な給与上昇を抑制し職務・職責に応じた俸給構造への転換，勤務実績の給与
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への反映の推進などを柱とする俸給制度，諸手当制度全般にわたる改革を行うこととし，改革の全体像

についてその具体的な措置の内容，完成までのスケジュール等を示すとともに，平成18年度から実施す

る措置については勧告を行ったところである。

この給与構造の改革は，平成18年度から平均4.8％の俸給表の水準引下げを経過措置を設けながら段階

的に実施する一方で，この俸給表水準の引下げ分を原資として，新制度の導入や手当額の引上げについ

ては，平成18年度以降平成22年度までに逐次実施を図ることとしている。

具体的には，手当の新設等については，①地域手当は，平成18年度から段階的に実施し，平成22年度

に完成させること，②広域異動手当は，平成19年度から２段階に分けて導入すること，③俸給の特別調

整額の定額化は，平成19年度から実施し，経過措置を講ずること，④専門スタッフ職俸給表及び本府省

手当の新設については，平成22年度までの間に実施するものとして準備を進めていくこと，を表明して

いるところである。

また，給与への勤務実績反映の推進として，新たな昇給制度及び勤勉手当の勤務実績反映の拡大措置

を平成18年度から実施している。昇給，勤勉手当における勤務成績の判定については，成績上位者の判

定の尺度及び標準的な勤務成績に達しないとされる場合の判定基準を示したところであり，これら勤務

成績の判定に係る改善措置の活用は，平成18年度から管理職層について先行して行い，引き続きその他

の職員について行うこととしている。

（平成19年度において実施する事項）

これらの給与構造の改革は，計画的かつ着実に実施していく必要があり，平成19年度においては，俸

給表水準が段階的に引き下げられていくことにより見込まれる当年度の引下げ分を原資として，以下の

施策について所要の措置を講じていくこととする。

⑴ 地域手当の支給割合の改定

地域手当の支給割合は，平成22年３月31日までの間は，地域手当の級地の区分ごとに人事院規則で

定める暫定的な支給割合とすることとされているが，支給地域における職員の在職状況等を踏まえ，

平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間の支給割合は別表７のとおりとする。

⑵ 広域異動手当の新設

国の行政機関においては，公正な行政サービスの提供，各官署における適正かつ責任ある業務執行

の確保等のために，相当数の職員について広域的な人事異動を行う必要がある。

職員の俸給水準を民間賃金水準の低い地域の水準を考慮して引き下げる中で，民間においては，広

域的に転勤のある企業（他県に支店を有する企業）の従業員の賃金水準が地域の平均的な民間企業の

従業員の賃金水準に比べて高い実態にあることを考慮し，公務において広域異動を行う職員の給与水

準を調整するため，広域異動手当を新設し，広域異動の円滑化を図ることとする。

ア 支給対象職員

官署を異にする異動を行った職員のうち，異動前後の官署間の距離及び異動前の住居から異動直

後の官署までの距離のいずれもが60㎞以上となる職員（異動の態様等からみて，広域異動手当を支

給することが適当でないと認められる職員を除く。）に支給する。

また，異動前後の官署間の距離のみが60㎞以上となる職員及び特別職に属する国家公務員等から
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採用された職員で支給対象職員との権衡上必要と認められる者についても支給する。

イ 手当額（支給割合）及び支給期間

広域異動手当は，俸給，縛給の特別調整額及び扶養手当の月額の合計額に次に掲げる異動前後の

官署間の距離区分に応じた支給割合を乗じて得た額とし，異動の日から原則３年間支給する。

ア 60㎞以上30㎞未満 ３％（平成19年度は２％）

イ 300㎞以上 ６％（平成19年度は４％）

なお，広域異動手当の支給期間中において職員が官署を異にする異動を行った場合における広域

異動手当の支給については別に定める。

また，施行日前に広域異動を行った職員に対する所要の経過措置を講ずるものとする。

ウ 他の手当との調整

広域異動手当の支給される職員に，地域手当が支給される場合には，広域異動手当の額が地域手

当の支給額を超える場合に限り，当該超える部分の額の広域異動手当を支給する。また，研究員調

整手当が支給される場合には，研究員調整手当について必要な調整措置を講じる。さらに，特地勤

務手当に準ずる手当が支給される場合には，特地勤務手当に準ずる手当の支給割合を２％減ずるこ

ととする。

エ 諸手当の算定基礎

広域異動手当は，民間賃金水準を考慮して俸給水準の調整を行う手当であることから，地域手当

と同様に，諸手当（超過勤務手当，期末・勤勉手当等）の算定基礎とする。

オ 実施時期

平成19年４月１日から実施する。

なお，広域異動手当の実施に当たっては，各府省において行われている異動が，公務上の必要性に

基づき適切に行われるよう十分留意する必要がある。

⑶ 俸給の特別調整額の定額化

俸給の特別調整額については，年功的な給与処遇を改め，管理職員の職務・職責を端的に反映でき

るよう，民間企業において役付手当が定額化されている実態も踏まえ，俸給表別・職務の級別・俸給

の特別調整額の区分別の定額制とする。

ア 手当額

行政職俸給表㈠が適用される職員の手当額については，各職務の級の平成18年４月１日現在の人

員分布の中位に当たる号俸の俸給月額に俸給の特別調整額の区分ごとの支給割合と同率の算定割合

を乗じて得た額とする。ただし，地方機関の管理職に適用される三種から五種までの手当額につい

ては，地方機関における超過勤務手当の支給実績等を考慮して，現行の俸給の特別調整額の支給割

合と比べて高率の算定割合を設定した上で定額化する（三種17.5％（現行16％），四種15％（現行

12％），五種12.5％（現行10％））（別表第８参照）。

行政職俸給表㈠以外の俸給表が適用される職員の手当額については，行政職俸給表㈠との均衡を

考慮し，同俸給表において用いる号俸に相当する号俸の俸給月額を基礎として算定する。

また，再任用職員の手当額については，職務の級別に定められた再任用職員の俸給月額を基礎と
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して算定する。

イ 実施時期等

俸給の特別調整額の定額化は，平成19年４月１日から実施する。定額化後の俸給の特別調整額が

平成19年３月31日に受けていた俸給の特別調整額に達しない職員に対しては，平成20年４月１日か

ら一定割合を減じる方法による経過措置を適用する。

定額化に伴い，給与法に規定する俸給の特別調整額の上限について所要の改定を行うとともに，

週休日等に臨時又は緊急の勤務をした場合に支給する管理職員特別勤務手当の手当額についても，

俸給の特別調整額の定額化による改定との均衡を考慮した所要の改定を行う。

⑷ 勤務実績の給与への反映

新たな昇給制度及び勤勉手当制度における勤務成績の判定に係る改善措置等の活用は，本年度から

管理職員層について先行して行ったところであるが，その他の職員への活用について，平成19年度か

らの実施に向けて必要な準備を進める。

また，昨年の報告において平成19年４月１日から実施することを表明している昇格運用の見直しに

係る措置についても，実施のための準備を進める。

なお，給与構造の改革として掲げている諸施策のうち，専門スタッフ職俸給表の新設に関しては，各

府省における複線型人事管理に関する検討状況等をみつつ，検討を進めてきたところであるが，本院と

しては，今後とも，各府省において検討が進められている複線型人事管理の具体的内容や，専門スタッ

フ職にふさわしい職務の整備状況を踏まえて，関係府省と連携を図りながら，引き続きその具体化につ

いて検討を進めていくこととする。

民間における家族手当の支給額と職員の扶養手当の現行支給額とを比較すると，配偶者と子２人に係

る支給月額についてはほぼ見合うものとなっている。一方で，現行の扶養手当においては，３人目以降

の子の支給月額が5,000円となっており，２人目までの子が6,000円であるのに対し1,000円低い額となっ

ていることから，我が国全体としての少子化対策が推進されていることに配慮し，扶養親族である子等

のうち，３人目以降に係る支給月額を1,000円引き上げ，２人目までの子等の額と同額とすることとし，

給与構造の改革の実施とあわせて平成19年４月１日から実施することとする。

（参考資料 ５ 給与構造の改革関係 参照）

Ⅳ 給与勧告実施の要請

人事院の給与勧告制度は，労働基本権を制約されている公務員の適正な処遇を確保するため，情勢適

応の原則に基づき公務員の給与水準を民間の給与水準に合わせるものとして，国民の理解と支持を得て，

公務員給与の決定方式として定着している。本年は，この民間準拠による官民給与の比較方法について，

民間企業の給与水準をより適正に反映させるとの観点から，改めて検討を行い，比較対象企業規模，比

較対象従業員の範囲等を見直すこととした。

公務員は，行政ニーズが増大し，複雑化する中でそれぞれの分野において，離島やへき地を含め全国

津々浦々で，国民生活の維持・向上，生命・財産の安全確保等の職務に精励している。特に，近年は「簡

素で効率的な政府」の実現が求められる中で，個々の職員が高い士気をもって困難な仕事に立ち向かう
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ことが一層強く求められており，公務員給与は，そのような職員の努力や実績に的確に報いていく必要

がある。

本年の勧告においては，月例給と特別給の双方について水準改定を行わないこととしたが，本年４月

から段階的に実施している給与構造の改革について，広域異動手当の新設及び俸給の特別調整額の定額

化を行うこととし，あわせて３人目以降の子等に係る扶養手当の額の改定を行うこととした。

民間準拠により公務員給与を決定する仕組みは，長期的視点からみると，公務員に対し国民から支持

される納得性のある給与水準を保障し，前述のような職員の努力や実績に報いるとともに，人材の確保

や労使関係の安定などを通じて，行政運営の安定に寄与するものである。

国会及び内閣におかれては，このような人事院勧告制度の意義や役割に深い理解を示され，別紙第２

の勧告どおり実施されるよう要請する。

別表第１ 民間における給与改定の状況 (単位：％）

項目

役職
段階

ベースアップ

実施

ベースアップ

中止
ベースダウン

ベースアップ

の慣行なし

係 員 25.7 16.2 0.7 57.4

課 長 級 20.4 14.1 0.7 64.8

別表第２ 民間における定期昇給の実施状況 (単位：％）

定 期 昇 給 実 施
項目

役職
段階

定期昇給

制度あり

定期昇給

制度なし
定期昇

給停止増額 減額 変化なし

係 員 74.1 68.4 35.0 5.5 27.9 5.7 25.9

課 長 級 56.3 51.8 26.0 4.5 21.3 4.5 43.7

（注）ベースアップと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計した。

別表第３ 民間における雇用調整の実施状況 (単位：％）

項 目 実施事業所割合

採用の停止・抑制 5.3

部門の整理・部門間の配転 7.0

業務の外部委託・一部職種の派遣社員等への転換 6.1

転籍出向 3.6

一時帰休・休業 0.4

残業の規制 3.5

希望退職者の募集 1.3

正社員の解雇 0.8

賃金カット 1.5

計 19.9

（注）平成18年１月以降の実施状況である。
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別表第４ 官民給与の比較における対応関係

左の事業所を除く

行政職俸給表
（一）

東京23区・企業
規模500人以上
の本店事業所

企業規模500人
以上の事業所

企業規模100人
以上500人未満
の事業所

企業規模100人
未満の事業所

10級及び９級
支店長，工場長，
部長，部次長

支店長，工場長，
部長，部次長

８級
課長 課長

支店長，工場長，
部長，部次長７級 支店長，工場長，

部長，部次長６級
課長代理 課長代理 課長

５級 課長

４級 課長代理 課長代理
係長 係長

３級 係長 係長

２級 主任 主任 主任 主任

１級 係員 係員 係員 係員

(注)係制を採っていない事業所において，課長代理以上に直属し，直属の部下を有する主任については，係長に含めて
いる。

別表第５ 官民給与の較差

民 間 給 与 公 務 員 給 与

官民給与の較差

①－②
⎧
｜

⎩

①－②
②

×100
⎫
｜

⎭

381,230円

①

381,212円

②

18円

（0.00％）

（注）官民ともに，本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

別表第６ 民間における特別給の支給状況

項 目

区 分
事務・技術等従業員 技能・労務等従業員

円 円

平均所定内給与月額
下半期（A）

上半期（A）

361,247

363,299

282,508

283,241

円 円

特 別 給 の 支 給 額
下半期（B ）

上半期（B ）

793,738

816,283

551,537

537,241

月分 月分

特別給の支給割合

下半期
⎧
｜
⎩

B
A

⎫
｜
⎭

上半期
⎧
｜
⎩

B
A

⎫
｜
⎭

2.20

2.24

1.95

1.90

年 間 の 平 均 4.43月分

（注）１ 下半期とは平成17年８月から平成18年１月まで，上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。
２ 年間の平均は，特別給の支給割合を公務員の人員構成に合わせて求めたものである。

備 考 公務員の場合，現行の年間支給月数は，平均で4.45月である。

― 99―



別表第７ 平成19年度の地域手当の級地別支給割合

級 地

（支給割合）
改 定 幅

平成19年度の
地域手当の
支 給 割 合

平成18年３月31日の
調整手当の
支 給 割 合

１ 級 地
（18％）

％６ ％14 ％12

２ 級 地
（15％）

５※ 12※ 10※

12 ７ ３

15 ６ ０

３ 級 地
（12％）

２ 12 10

３ 11 ９

６ ８ ６

９ ６ ３

12 ４ ０

４ 級 地
（10％）

０ 10 10

１ 10 ９

４ ８ ６

７ ５ ３

10 ４ ０

５ 級 地
（６％）

０ ６ ６

３ ５ ３

６ ２ ０

６ 級 地
（３％）

０ ３ ３

１ ３ ２

３ ２ ０

（注）１ 改定幅」は，地域手当の級地の支給割合と平成18年３月31日の調整手当の支給割合の差を示す。

２ ２級地の欄中の※印は，医師等に係る地域手当の特例措置における改定幅，支給割合を含む。

別表第８ 俸給の特別調整額の区分ごとの算定割合

区 分 一種 二種 三種 四種 五種
本 府 省 の
課長補佐等

算 定
割 合

25％ 20％ 17.5％ 15％ 12.5％ ８％
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別紙第２

勧 告

次の事項を実現するため，一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）を改正することを

勧告する。

１ 改定の内容

⑴ 俸給の特別調整額について

特別調整額表に定める俸給月額の特別調整額は，職務の級における最高の号俸の俸給月額の100分の

25を超えてはならないこと。

⑵ 扶養手当について

配偶者以外の扶養親族に係る手当の月額（職員に扶養親族でない配偶者がある場合又は職員に配偶

者がない場合の１人に係る手当の月額を除く。）を各１人につき6,000円とすること。

⑶ 広域異動手当について

ア 新たに広域異動手当を設け，職員がその在勤する官署を異にして異動（人事院規則で定める異動

を除く。）をした場合において，当該異動の直前に在勤していた官署と当該異動の直後に在勤する官

署との間の距離（以下「官署間の距離」という。）及び当該異動の直前の住居と当該異動の直後に在

勤する官署との間の距離がいずれも60キロメートル以上であるときは，当該異動の日から３年を経

過するまでの間，当該職員（これに相当すると認められる職員を含む。）に対し支給すること。

イ 広域異動手当の支給月額は，俸給，俸給の特別調整額及び扶養手当の月額の合計額に次に掲げる

職員の区分に応じてそれぞれ次に定める割合を乗じて得た額とすること。

ア 官署間の距離が300キロメートル以上である職員 100分の６

イ 官署間の距離が60キロメートル以上300キロメートル未満である職員 100分の３

ウ 広域異動手当を支給される職員が，地域手当を支給されることとなる場合には，当該地域手当の

額の限度において，広域異動手当を支給しないこととするほか，研究員調整手当又は特地勤務手当

に準ずる手当を支給されることとなる場合には，所要の調整を行うこと。

エ 広域異動手当は，超過勤務手当，休日給，夜勤手当，期末手当，勤勉手当，期末特別手当及び休

職者の給与等のそれぞれの算出基礎とすること。

２ 改定の実施時期

この改定は，平成19年４月１日から実施すること。

３ 経過措置等

⑴ 広域異動手当の支給割合の特例措置

平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間における広域異動手当の支給割合については，１

の⑶のイ中「100分の６」とあるのは「100分の４」と，「100分３」とあるのは「100分の２」とするこ

と。
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⑵ その他所要の経過措置

⑴に掲げるもののほか，この改定に伴い，所要の経過措置を講ずること。

別紙第３

公務員人事管理に関する報告

（はじめに）

我が国の社会経済は，バブル経済崩壊後の長期の低迷から脱却しつつあるものの，少子高齢化・人口

減少の進行や，IT化・グローバル化の更なる進展の下で，その構造の引き続いた改革が重要な課題となっ

ている。

こうした中，多くの民間企業では，女性の社会進出や団塊の世代の定年退職等にも対応するべく，能

力・成果重視の人事・賃金制度の改革に必要な修正を行いながら取り組んでおり，最近では，経営環境

の変化に対応できる人材の育成にも力を注いできている。

公務員人事管理に関しては，各方面から，引き続き縦割り行政の弊害是正，官民の人材流動化の促進，

能力・実績に基づく人事運用の徹底，いわゆるキャリア・システムの見直しや「天下り」問題への対応

など様々な指摘や意見がある。

本院は，昨年，50年振りの給与構造の改革を勧告し，その実施を着実に進めているほか，人事評価制

度の整備について提言するなど，能力・実績を重視した人事管理の実現をはじめ諸課題に積極的に取り

組んできた。今後とも，人事行政の公正性の確保及び労働基本権制約の代償機能という責務を担う中立

第三者機関・専門機関として，行政を担う公務員が，生き生きと高いモラールをもって，その能力を最

大限発揮しながら，行政課題に果敢に取り組んでいくことができるよう，時代の要請に対応した改革の

実現に向けて，その使命を適切に果たす所存である。

以下においては，本院の基本認識を示すとともに，当面の主な課題と具体的方向について考え方を表

明する。

１ 本院の基本認識

⑴ 今後の公務・公務員の役割

現在，政府において「簡素で効率的な政府」の実現に向け，厳しい財政状況の下，定員の純減やそ

れに伴う全府省規模の配置転換・採用抑制等の実施，官民競争入札の実施などが本格的に進められる

ことになっている。

このような状況の下における公務・公務員の役割について，本院としては次のように考えている。

ア 公務の果たすべき役割の領域やその業務遂行形態については，時代の要請に応じた見直しは必要

であるが，公務は，国民の安全・安心に係る分野をはじめとして，国民生活を支え，国家の長期的

戦略を策定し，実施していくための社会的基盤であり，今後とも，高い質を維持しながら安定的に

運営される必要がある。

イ このため，公務を担う公務員については，公務に対する魅力の減少等による志望者層の変化が懸

念される状況にあるが，その質の低下を招くことなく，多様で有為の人材を確保し，育成していく
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ことが，極めて重要である。その際，公務員は，政策決定を支えるとともに，国民本位のより良質

で効率的な行政サービスを提供できるよう，所管行政にかかわる高い専門性や高い倫理観と市民感

覚を備えた行政の専門家集団となっていく必要がある。このような職員をどのように確保・育成し，

誇りと志をもって公務に従事できる環境をいかに整備していくのかが，これからの人事行政に課さ

れた課題であると考える。

いずれにせよ，定員の純減や職員の配置転換等に当たっては，公正の確保と職員の利益保護に留意

することが，全府省規模での配置転換等を円滑かつ適正に実施していく上においても極めて重要であ

り，本院としても適切にその使命を果たすべく対処していきたい。

なお，今般，政府と労働団体との協議を踏まえ，政府に専門調査会が設置され，公務の範囲の在り

方をはじめ，公務を担う従事者の類型化及びその在り方や，これらを踏まえた公務員の労働基本権を

含む労使関係の在り方について検討が開始された。本院としては，これらの問題は，国民生活にも大

きな影響を及ぼす重要な事柄であり，専門的で幅広い見地から掘り下げた議論が必要であると考えて

おり，その検討状況について注視していきたい。

⑵ 公務員人事管理の向かうべき方向

公務員人事管理に関しては，前記のとおり，様々な指摘や意見がある。これらは相互に関連するも

のであり，採用から育成・選抜を経て退職に至るまでの公務員のライフサイクル全体に即し，次のよ

うな点を踏まえて検討していく必要があり，本院としては，関係各方面と意見交換を行いながら，施

策の具体化を図っていきたいと考えている。

ア 我が国社会の雇用の流動化が，今後，進んでいくと考えられる中，公務においても，新たな行政

分野や専門的・時限的な業務等を中心に，外部から幅広く，多様な勤務形態により人材を確保して

いくことがますます必要となるが，多くの民間企業と同様に，行政の中核を担う人材については，

新規学卒後，採用試験を通じて確保し，職業公務員（行政の専門家）として育成し，活用していく

ことが，引き続き基本となるものと考える。

イ いわゆるキャリア・システムに関しては，１回の試験で幹部要員の選抜が行われるとして，様々

な批判がある。他方，国家の全体戦略の策定を支え，行政執行に係る管理能力に優れた幹部要員を

計画的に確保・育成することは今後とも極めて重要である。そのための仕組みについて，現状に対

する批判を正面から受け止めつつ，民間企業の例や諸外国の公務員制度を参考にしながら，幅広く

検討していく必要がある。現在のシステムにおいても，採用後の節目節目において厳正な選抜を行

い，採用試験の種類にとらわれず，職員の能力や適性に応じた幅広い人材登用を進めることが重要

である。

ウ また，従来，Ⅰ種採用職員を中心に専らジェネラリストとしての育成に重点が置かれてきた面が

あるが，行政ニーズの複雑・高度化や多様化の中で，例えば，国際的にも活躍できる特定分野の高

度の専門職（エキスパート）を養成するなど，業務の必要性と職員の適性等に応じた人材の確保・

育成を図っていくことが重要である。

エ 公務においても，今後，職員意識の変化や女性の登用等が進んでいくことが見込まれる中，職業

生活と家庭生活の調和を図りつつ，有為の人材を確保していくためには，職員本人の意向にも配慮

した多様な勤務形態を用意するなど勤務環境の整備を図ることが重要である。
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オ 退職管理については，広く国民の理解を得ながら，活力ある公務組織を維持しつつ，職員が安ん

じて公務員としての職業生活を全うできるものとしていく必要がある。このため，年次一律的な昇

進管理や早期退職慣行を是正し，専門的な能力・経験を活かした多様なキャリアを目指していくこ

とができるよう，各府省・職員双方の意識を改めつつ，複線型人事管理の導入を図ることが肝要で

ある。あわせて，退職後を含めて生涯設計の在り方について幅広い検討が必要である。

２ 主な課題と具体的方向

⑴ 能力・実績に基づく人事管理

ア 人事評価制度の整備

公務や公務員を取り巻く環境の大きな変化の下で，公務員のモラールを高め，行政運営の効率化

を図っていくには，公務の特性を踏まえながら能力・実績に基づく人事管理を進めていく必要があ

り，このため，職員の職務遂行能力や勤務実績を的確に把握し，人材育成，任用・人事配置，給与

等に活用していくことが重要である。

本院は，昨年の報告で，そのための基盤として，客観的で公正性・透明性が高く，実効性のある

人事評価制度の整備に関し，基本的考え方及び留意点について表明し，その後，各府省や職員団体

等の関係者との協議を経て，本年１月から６月までの間において本府省の課長級及び課長補佐級の

一部の職員を対象とした第１次試行の実現に至った。

新たな人事評価制度においては，職務行動の評価や役割の達成状況の評価を通じ，職員の職務遂

行能力や実績を的確に把握することが基本となるものであり，その際，公正性や納得性を高める上

でも，自己評価や面談，評価内容の開示・フィードバック等による管理者との認識の共有が重要で

あることについて，広く理解される必要がある。

今後，職員をはじめ関係者の意見等を踏まえ，試行結果について十分に検証し，それを評価基準

や評価手続に反映させながら，対象となる職位や職種等を拡大するなど段階的に試行を拡充してい

くことが肝要である。本院としては，体系的な制度の着実な実現に向けて，関係者間での協議を進

めつつ，評価の活用の在り方や苦情に対処する仕組みを含めて，検討していきたい。

（参考資料 ６ 人事評価関係 参照）

イ 能力・実績に基づく任用の推進

ア Ⅰ種採用職員の選抜強化，Ⅱ種・Ⅲ種等採用職員の登用促進

公務の昇進管理については，人事評価制度の整備状況や公務外からの人材登用の拡大等の動き

を踏まえつつ，広く関係者との共通認識の醸成を図りながら，採用年次を重視した年功的なもの

から，より能力・実績や適性に基づいたものとしていく必要がある。

Ⅰ種採用職員については，各府省が採用後の早い段階から能力や適性を適切に把握し，選抜を

厳格化するとともに，意欲と能力のある優秀なⅡ種・Ⅲ種等採用職員については，本院が示した

「Ⅱ種・Ⅲ種等採用職員の幹部職員への登用の推進に関する指針」に基づき，重要ポストへの配

置・登用を含めて計画的育成と幹部への登用の一層の推進を図り，組織全体の活力を高めていく

ことが必要である。

イ 女性職員の採用・登用の拡大
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国の行政への女性の参画は，男女共同参画社会実現のために積極的に取り組むべき課題である。

各府省の努力の下，女性職員の採用・登用の拡大については一定の効果が上がりつつあるものの，

更なる取組が必要な状況にある。本院は，昨年末，「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する

指針」を改定した。これに基づき，本院は，平成22年度までに採用試験合格者に占める女性の割

合がⅠ種採用試験（事務系区分）30％，Ⅱ種採用試験（行政区分）40％に達することを目指すと

の目標を決定し，各府省は，できる限り具体的な目標設定を含めた形で「女性職員の採用・登用

拡大計画」を策定した。また，本院は，⑶のとおり，仕事と家庭生活の両立支援策として，育児

のための短時間勤務の制度の導入を提言することとしたところである。今後，政府全体としての

取組も念頭に置きながら，当該計画の達成状況を適切にフォローし，引き続き女性職員の採用・

登用の拡大や女性職員が働きやすい職場づくりに取り組んでいきたい。

ウ 分限制度の適切な運用

分限制度は，成績主義の原則の下，職員が全体の奉仕者として情実に左右されないで公正に職務

遂行ができるよう，免職，降任等の処分を行うことができる事由を法令で明定することにより，公

務の適正かつ能率的な運営を図ろうとするものである。

各府省において分限制度の趣旨に則った対処が行われるよう，裁判例，不利益処分の審査等にお

ける過去の事例を参考に，各府省において行うことが考えられる手続や留意点等の対応措置につい

ての指針を早急にまとめ，各府省に示すこととしたい。

⑵ 多様な有為の人材の確保

ア 人材の供給構造の変化等を踏まえた採用

法科大学院・公共政策大学院等の専門職大学院の設置など大学院教育を重視する方向での大学教

育の変化等に伴い，公務への人材供給構造に大きな変化が生じ，公務を目指す志望者層の意識の変

容が看過できない状況に立ち至りつつある。このような状況は，一両年のうちにも更に厳しさを増

すことが見込まれる。こうした変化を踏まえた人材確保の在り方について，本年度から見直しを行っ

たⅠ種採用試験の実施結果を十分に分析しつつ，強い問題意識を持って幅広く検討を行っていきた

い。

イ 経験者採用システムの導入

人材の流動化など雇用・労働情勢が変化する中で，公務部内の育成では得られない専門性や多様

な経験を有する有為の民間人材を年齢にかかわりなく選考により採用できるよう，募集や能力実証

の一部を本院が担う新たな経験者採用システムを導入することとする。

具体的には，個別の府省の要請に応じて，専門的な知識経験を有する者の選考採用について，本

院が公募手続等を行い，基礎的能力を検証する教養試験や論文試験等を実施するとともに，各府省

が専門能力の検証等を行うことを基本とすることを考えており，本年秋を目途に逐次実施できるよ

う取組を進めていきたい。

なお，30～40歳程度の者にも公務員への就職機会を提供するために必要な仕組みについて，政府

方針も踏まえ，関係各方面と連携して具体化を図っていきたい。
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ウ 官民人事交流の促進

官民人事交流については，公務の公正性の確保に十分に留意しつつ，その拡大を図ることが，公

務を活性化する上で重要である。先般，本院の意見の申出に基づき，「国と民間企業との間の人事交

流に関する法律」が改正され，交流採用職員が交流元企業との雇用関係を継続できることとなった。

今後，その周知徹底に努めるとともに，特に交流派遣が少人数にとどまっていることを踏まえ，日

本経済団体連合会等と連携しつつ，各府省及び民間企業の交流希望の把握・仲介を行うなど，人事

交流の一層の推進のための環境整備を図っていきたい。

⑶ 勤務環境の整備

ア 弾力的な勤務形態の導入

ア 育児のための短時間勤務の制度の導入

我が国の急速な少子化に対応するためには，仕事と家庭生活の調和を図りつつ働けるような勤

務環境の整備を早急に行うことが重要である。このため，育児を行う職員が常勤職員のまま短時

間勤務をすることができる短時間勤務の制度を導入するとともに，短時間勤務を行う職員が処理

できなくなる業務に従事させるため，任期を定めて職員を任用する任期付短時間勤務職員の制度

及び短時間勤務職員を並立的に任用し，空いた常勤官職に職員を任用することができる仕組みを

設けることについて，関係各方面と調整しながら検討を進めてきた。その成案を得たので，本日，

育児のための短時間勤務の制度の導入等に関して，立法措置を行うよう，国会及び内閣に意見の

申出を行うこととする。

なお，介護を行う職員に対する支援の在り方については，介護休暇の取得状況や民間の状況等

を踏まえ，引き続き検討を行う。

イ 自己啓発等休業の制度の導入

自ら職務を離れての大学院等における修学又は国際貢献活動への参加を希望する職員に対し，

職員としての身分を保有しつつ，職務に従事しないことを認める休業制度の創設について，関係

各方面と調整しながら検討を進めてきた。その成案を得たので，本日，自己啓発等休業の制度の

導入に関して，立法措置を行うよう，国会及び内閣に意見の申出を行うこととする。

イ 職員の健康の保持等

ア 超過勤務縮減問題への対応

超過勤務の縮減については，国会対応，各省協議等の他律的な業務について対応ルールの適切

な見直しを行うなど政府全体として業務量を減らすとともに，現場における厳正な勤務時間管理

や管理者・職員の意識改革が必要である。本院としては，こうした取組を推進するため，まずは

各府省において在庁時間及び勤務した時間等を適切に把握することが肝要と考えている。このほ

か，超過勤務に関して，明確な超過勤務命令の要件，明示的な命令の徹底，他律的な業務の占め

る比率が高い部署における上限の目安時間等について，「超過勤務の縮減に関する指針」に盛り込

むこと等の取組を進めていくこととする。また，公務員の人件費を取り巻く厳しい状況を踏まえ

つつ，超過勤務を縮減するための業務の見直しを行うとともに，必要に応じた予算を確保するこ

とは当然である。
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なお，職員の週所定勤務時間については，引き続き民間の動向把握を行うとともに，勤務時間

の短縮が各府省の行政サービスに与える影響等についても調査を行うなど必要な検討を進めるこ

ととする。

（参考資料 ７ 勤務時間関係 参照）

イ 心の健康づくりの対策の推進

平成16年３月の「職員の心の健康づくりのための指針」の発出後，本院では，心の健康の保持

増進，問題が生じた場合の早期対応，回復後の円滑な職場復帰と再発防止等についてマニュアル

を整備するなど，必要な措置を講じてきた。今後は，各府省において，これらを踏まえ，研修の

実施等を通じて職員及び管理者の啓発に一層取り組むとともに，相談の窓口の設置及び専門医の

確保を図る必要がある。本院としても，各府省が共同で活用できる早期対応等のための「こころ

の健康相談室」や職場復帰のための相談室の利用の促進及び拡充に努めるほか，職員が心の健康

を害する背景等の分析を通じ，引き続き心の健康づくり対策を推進していきたい。

ウ 苦情相談の充実

本院は，各府省職員から提起される苦情に対し助言を行い，各府省と連携しつつ，問題解決に

努めている。苦情内容は，行政環境の変化に起因するもの，職員の個人的事情によるものなど様々

であるが，適切な処置を怠れば，職場環境を悪化させ，業務の効率的運営を阻害しかねない。

これまでの相談事例を分析し，事実関係の調査方法を見直すなど，実効性のある相談体制に向

けて一層の取組を進めていきたい。

⑷ 退職管理

ア 「天下り」問題への対応・早期退職慣行の是正

営利企業への再就職については，退職管理の一環として各府省が職員の退職を勧奨し，その再就

職にかかわっている現状を踏まえると，公務の公正性を確保し，国民からの疑念を生じないよう，

実効性のある再就職規制措置が必要である。本院としては，国家公務員法に基づく営利企業への再

就職規制制度を引き続き厳正に運用していくことが重要であると考えている。

また，職員が在職中に培った専門的な知識経験を活用した再就職については，「公正な人材活用シ

ステム」を通じた再就職が徐々にではあるが増加傾向にある。こうしたシステムを利用するなどし

て，職員の能力を活用した再就職については，これを公正かつ透明な形で一層推進していくことが

必要である。

「天下り」に対する厳しい批判にこたえ，公務に対する国民の信頼を確保するためには，「天下り」

の原因となっている幹部職員の早期退職慣行を是正し，公務内で長期に職員の能力を活用できるよ

う，前記のとおり，各府省において複線型人事管理の導入を図るなど，能力・実績に応じた昇進管

理を強化することが重要である。本院としても，専門スタッフ職俸給表の新設について，各府省に

おいて検討が進められている複線型人事管理の具体的内容等を踏まえて，関係府省と連携を図りな

がら，引き続き検討を進めていくこととする。

今後とも、「天下り」問題について，公務に対する国民の信頼を確保するよう，公務全体として取

り組んでいくことが必要である。
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イ 退職給付の調査検討

本年４月，国家公務員共済年金の職域部分を平成22年に廃止し，公務員制度としての新たな仕組

みを設けることが閣議決定された。その具体的な制度設計のため，内閣から本院に対し，諸外国の

公務員年金並びに民間の企業年金及び退職金の実態調査を実施するとともに，見解を表明するよう

要請がなされた。

この要請を踏まえ，本院は，現在，民間の企業年金及び退職金の実態調査を実施しており，これ

らと国家公務員の共済年金職域部分及び退職手当との水準比較を行うこととしている。あわせて，

主要国の公務員年金制度についても，実態調査を行っているところである。

これらの結果がまとまり次第，当該要請に対する本院としての見解を表明することとしたい。

（おわりに）

本院としては，人事行政の公正性の確保と労働基本権制約の代償機能という責務を担う中立第三者機

関・専門機関として，引き続きその役割を適切に果たすべく，２で述べた課題のほか，今まで報告や提

言等を行ってきた様々な公務員人事管理の改革に関する事項についても，着実に取り組んでいきたい。

― 108―



⑵ 事務次官通知

総行 給 第 104号

平成18年10月17日

各 都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長

各人事委員会委員長

⎫
｜

⎬
｜

⎭

殿

総務事務次官

地方公務員の給与改定に関する取扱い等について

本日，公務員の給与改定に関する取扱いについて，別紙のとおり閣議決定が行われました。

今日，我が国の行財政を取り巻く環境は極めて厳しく，政府においては，行財政改革を引き続き積極的

に推進しているところです。

地方財政にあっても，引き続き極めて厳しい状況にあり，その健全化を図ることが重要な課題となって

おり，地方公共団体は，自ら徹底した行財政改革に取り組むなど，分権型社会にふさわしい行政体制の整

備に努める必要があります。

地方公務員の給与については，各地方公共団体において適正化のための努力が払われてきているところ

でありますが，なお一部の地方公共団体においては，給与制度及びその運用等に問題が残されており，そ

の適正化が急務となっております。

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議決定，以下「基本方針2006」

という。）においても，「国家公務員の改革を踏まえた取組に加え，地方における民間給与水準への準拠の

徹底，民間や国との比較の観点からの様々な批判に対する是正等の更なる削減努力」を行うこととされ，

比較対象企業規模の見直し，地域の民間給与の更なる反映，ボーナスの支給月数の地域格差の反映，特殊

勤務手当の削減等について言及されているところです。

また，本年の人事院勧告では，官民給与の精確な比較を実現し，民間給与をより適正に公務の給与に反

映させる観点から，官民給与の比較方法の見直しが行われたところであり，地方公務員給与についても，

地域民間給与の更なる反映の観点から，国の見直しを踏まえた適切な対応を行う必要があります。

各地方公共団体においては，今回，国家公務員の給与改定に伴い，地方公務員の給与改定を行うに当たっ

て，以上のような状況を十分踏まえつつ，別紙閣議決定の趣旨に沿い，特に下記事項に留意の上，適切に

対処されるよう要請いたします。

なお，地方公営企業に従事する職員の給与改定に当たっても，これらの事項を十分勘案の上，給与の適

正化が図られるようお願いします。

また，貴管内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いします。

記

第１ 本年の給与改定に関する取扱いについて

１ 地方公共団体における職員の給与改定を行うに当たっては，現下の地方行財政の状況並びに人事委員

会の給与に関する報告及び勧告を踏まえつつ，各地方公共団体の給与実態等を十分検討の上，次の点に
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留意して所要の措置を講ずること。

⑴ 国家公務員については，官民の給与がほぼ均衡していることから俸給表等の改定を見送ることと

なったが，地方公共団体においては，国における取扱いを基本として，地域における民間給与等の状

況を勘案し適切に対処すること。

その際，現に国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては，単純に国の

対応を踏襲するのみではなく，不適正な給与制度及びその運用の見直しを含め，必要な是正措置を速

やかに講ずること。

特に期末・勤勉手当の支給月数については，国の改定を踏襲することで人事委員会の調査結果によ

る地域の民間給与の支給月数を上回ることのないよう適切な改定を行うこと。

⑵ 人事委員会を置いていない市及び町村については，都道府県人事委員会における公民給与の調査結

果等を参考に適切な改定を行うこと。

２ 最近，一部の地方公共団体において，特殊勤務手当，通勤手当など諸手当の支給に当たって，不適正

な運用等が住民の厳しい批判を受けているところである。諸手当のあり方については，「地方公共団体に

おける行政改革の推進のための新たな指針の策定について」（平成17年３月29日付け総行整第11号）及び

「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策定について」（平成18年８月31日付け総

行整第24号）を踏まえ，一般行政職のみならず職種全般について点検し，制度の趣旨に合致しないもの

や不適正な支給方法については，早急に是正すること。

３ 国家公務員における退職手当については，本年４月に構造面の見直しが実施されたところであり，い

まだこれを実施していない地方公共団体においては，速やかに国に準じた措置を講ずること。

また，退職時の特別昇給又はこれと実質的に同様の結果となる特別昇給（いわゆる「退職予定特別昇

給」）などの不適切な運用を行っている場合には，速やかに是正すること。

さらに，特別職の職員の退職手当についても，任期月数を上回る結果となる在職月数の算定方法の見

直しや特別職報酬等審議会など第三者機関における検討を通じ，住民の十分な理解と支持が得られるよ

う適切な見直しを行うこと。

４ 級別職務分類表に適合しない級への格付けその他実質的にこれと同一の結果となる不適正な給与制

度・運用については，速やかに見直しを図ること。

また，級別の職員構成については，職務給の原則にのっとり職務実態に応じた厳格な管理に努め，上

位級の比率が過大である場合には計画的に必要な是正措置を講じること。

５ 技能労務職員の給与については，国における同種の職員の給与を参考とし，その職務の性格や内容も

踏まえつつ，民間の同種の職種に従事する者との均衡にも留意しながら，適正な給与制度・運用となる

ようにすること。

６ 市町村合併を行う市町村において，合併関係市町村に不適正な給与制度・運用が存在する場合には，

合併を機にこれを是正するとともに，合併後においても，引き続き，住民に十分な支持と納得が得られ

るような給与制度・運用となるよう積極的な取組を行うこと。

７ 今回の閣議決定において，地方公務員給与については，人事委員会機能を発揮することなどによる地

方における民間給与水準への準拠を徹底するなど，「基本方針2006」に沿った取組を着実に推進するよう

要請することとされたところである。これを踏まえ，人事委員会においては，「人事委員会における公民

比較の較差算定等に係る留意点について」（平成18年８月23日付け総行給第93号）に留意し，公民比較方

― 110―



法の見直し等による公民較差のより一層精確な算定，公民比較の勧告への適切な反映，勧告内容等に対

する説明責任の徹底などの取組を行われたいこと。

第２ 給与制度の改正等について

１ 国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与構造の見直しをいまだ実施していない地方公共団体におい

ては，速やかに実施すること。

２ 地域手当については，給料水準の見直しを前提に，原則として国における地域手当の指定基準に基づ

いて支給地域及び支給割合を定めることとし，次の事項に留意すること。

ア 国における地域手当の指定基準に基づく支給割合を超えて地域手当を支給している団体及び支給

地域に該当していない地域において地域手当を支給している団体にあっては，速やかに是正するこ

と。

イ 人口５万人未満の市町村で，国における地域手当の指定基準により判断できない市町村にあって

は，原則として支給対象としないこと。

ウ 給料水準の引下げと併せても国の指定基準に基づく支給割合によれば著しく給与水準が上昇する

場合については，地域手当の支給割合について住民の理解と納得が得られるものとなることを基本

として適切に対応すること。

エ 都道府県にあっては，人事管理上一定の考慮が必要となる場合等であっても，地域手当の趣旨が

没却されるような措置は厳に行わないこと。

３ 国においては，他県に支店を有するような広域的に転勤のある民間企業の従業員の賃金水準が地域の

平均的な民間賃金水準より高いことを考慮し，新たに広域異動手当を設けることとされたところである

が，地方公共団体においては，制度の趣旨を踏まえ，導入しないこととしたこと。

４ 管理職手当について，国においては年功的な給与処遇を改め，管理職員の職務・職責を端的に反映で

きるよう，俸給の特別調整額を定率制から俸給表別・職務の級別・俸給の特別調整額の区分別の定額制

とする等の見直しを行うこととされたところであり，地方公共団体においても，国における俸給の特別

調整額の定額化後の手当額を基準として適切に対処すること。

５ 勤務実績の給与への反映

⑴ 昇給区分及び勤勉手当の成績率の適用にあたっては，給与構造の見直しの趣旨にのっとり適切に実

施すること。

⑵ 勤務成績を適切に評価するためには，公正かつ客観的な人事評価システムを活用すること。また，

これが未整備の地方公共団体にあっては，その構築に早急に取り組むとともに，それまでの間は，国

においても新たな人事評価制度が導入されるまでの間は，昇給，勤勉手当の成績率等の決定のための

勤務成績の判定には，当面，現行制度の枠内における判定手続や判定の尺度・基準の明確化などの運

用改善により実施することとしているので，地方公共団体においても，少なくとも国と同様の勤務実

績の反映に努めること。

６ 国においては，我が国全体としての少子化対策が推進されていることに配慮し，３人目以降の子等に

係る扶養手当の支給月額を２人目までの子等の額と同額とする改定を行うこととされたところであり，

地方公共団体においても，この趣旨にかんがみ適切に対処すること。
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第３ その他の事項

１ 定員については，「基本方針2006」において，５年間で行政機関の国家公務員の定員純減（△５．７％）

と同程度の定員純減を行うとされており，各地方公共団体が公表した「集中改革プラン」における定員

管理の数値目標の着実な達成に取り組むとともに，各分野ごとの数値目標の検証・分析を行いつつ，国

が定める地方公務員の定員関係の基準等の見直しや公共サービス改革の取組について適切に反映するこ

となどを通じて，職員数の一層の純減を図ること。

２ 給与及び定員の公表については，「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律」（平成18年法律第47号）において，「地方公共団体は，給与に関する情報の積極的な公表を行い，手

当の是正その他の給与の一層の適正化に努めるものとする」とされていること等を踏まえ，本年３月か

ら運用開始している給与情報等公表システム（平成17年８月29日付け総行給第103号）について，住民等

が団体間の比較分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。その際，住民により

分かりやすく情報を提供するという観点から，適宜記載事項，比較対象，表，グラフ等を追加するなど

の工夫を積極的に行われたいこと。
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別紙

公務員の給与改定に関する取扱いについて

平成18年10月17日
閣 議 決 定

１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については，去る８月８日の人事

院勧告どおり，平成１８年度の給与改定を見送るとともに，給与構造改革を引き続き推進するものとす

る。

２ 特別職の国家公務員の給与については，おおむね１の趣旨に沿って取り扱うものとする。

３ １及び２については，今年度における新たな追加財政負担は要せず，給与構造改革全体として総人件

費の抑制に資するものであるが，我が国の財政事情がますます深刻化している下で総人件費改革が求め

られていることを考慮すれば，行財政改革を引き続き積極的に推進し，総人件費を削減する必要がある。

そのため，次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。

⑴ 地方支分部局等を始めとする行政事務・事業の整理，民間委託，情報通信技術の活用，人事管理の

適正化等行政の合理化，能率化を積極的に推進する等の措置を講ずる。また，定員については，５年

間で5.7％以上の純減目標を確実に達成する。その中で，メリハリのある定員配置を実現する。

⑵ 独立行政法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第13号に規定する独立行政法人をいう。

以下同じ。）についても，中期目標設定，評価等について役職員数も含めた一層の事務運営の効率化を

図る。特に，中期目標期間終了時の組織・業務の見直しの結論を本年中に得る独立行政法人について

は，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定），「経済財政運営と構造改革に関する基本方

針2006」（平成18年７月７日閣議決定。以下「基本方針2006」という。)等を踏まえ，「官から民へ」の

観点から事業・組織の必要性を厳しく検討し，その廃止・縮小・重点化を図る。

⑶ 独立行政法人の役職員の給与については，改定に当たって国家公務員の給与水準を十分考慮して適

正な給与水準とするよう要請するとともに，中期目標に従った人件費削減や国家公務員の給与構造改

革を踏まえた給与の見直しの取組状況を的確に把握する。独立行政法人及び主務大臣は，総務大臣が

定める様式により，役職員の給与等の水準を毎年度公表する。

また，特殊法人等の役職員の給与についても，改定に当たって国家公務員の例に準じて措置される

よう対処するとともに，主務大臣の要請を踏まえた人件費削減や国家公務員の給与構造改革を踏まえ

た給与の見直しの取組につき，必要な指導を行うなど適切に対応する。特殊法人等の役職員の給与等

についても，法令等に基づき公表する。

⑷ 地方公共団体の定員の純減及び人件費の抑制に支障を来すような施策を厳に抑制する。

⑸ 地方公共団体の定員については，新地方行革指針（平成17年３月29日）に基づく集中改革プランに

おける定員管理の数値目標の着実な達成に取り組むことを含め，「基本方針2006」に沿い，５年間で国

の定員純減（▲5.7％）と同程度の職員数の純減を行うよう，引き続き要請する。

⑹ 地方公共団体における地方公務員の給与改定に当たっては，現下の極めて厳しい財政状況及び各地

方公共団体の給与事情等を十分検討の上，国と同様，行政の合理化，能率化を図るとともに，既に国

家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては，その適正化を強力に推進する

ため必要な措置を講ずるよう要請する。

また，国家公務員における給与構造改革を踏まえた取組に加え，人事委員会機能を発揮することな
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どによる地方における民間給与水準への準拠を徹底するなど，「基本方針2006」に沿った取組を着実に

推進するよう要請する。

４ 給与構造改革の一環としての専門スタッフ職俸給表の新設については，人事院において，複線型人事

管理を実現するための政府における取組に呼応し，その環境を早急に整備する観点からも，更にその具

体化について検討を進めるよう要請するものとする。
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３ 平成17年度における給与改定等の状況（平成18年4月１日現在）

イ 一般行政職の給与改定 ロ 扶養手当の改定

改定した 改定しない 総団体数 改定した 改定しない 総団体数

都道府県 46 1 47 都道府県 44 3 47

指定都市 15 0 15 指定都市 12 3 15

市 区 776 11 787 市 区 776 11 787

町 村 1014 27 1041 町 村 1031 10 1041

合 計 1851 39 1890 合 計 1863 27 1890

ハ 年間給与の調整措置

実施した 実施しない 団体数
国と同じ 国と異なる

都道府県 38 27 11 9 47

指定都市 13 10 3 2 15

市 区 704 598 106 83 787

町 村 925 892 33 116 1041

合 計 1680 1527 153 210 1890

ニ 期末・勤勉手当の支給月数

平成17年度 平成18年度

支給月数 ３月期
支給が
ある団体

支給月数 ３月期
支給が
ある団体

総団
体数

4.45月超 4.45月 4.45月未満 4.45月超 4.45月 4.45月未満 未定

都道府県 0 41 6 2 0 46 1 0 2 47

指定都市 1 14 0 3 0 14 0 1 3 15

市 区 0 729 58 50 0 762 25 0 49 787

町 村 1 979 61 5 0 1008 33 0 4 1041

合 計 2 1763 125 60 0 1830 59 1 58 1890
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４ 給与適正化等の状況（平成17年度）

⑴ 平成17年度給与の適正化等の状況

区 分 昇給廷伸 初任給基準
の 是 正

運用昇短
の 是 正

わ た り
の 是 正

給 料 表
の 是 正

高齢層職員の
昇給停止等

最高･枠外号給の
昇給期間の是正

小計
A

都 道 府 県 0 17 6 13 4 0 6 46

指 定 都 市 0 2 0 1 1 0 0 4

市 区 6 190 33 69 110 12 71 491

町 村 5 188 38 54 94 10 85 474

計 11 397 77 137 209 22 162 1,015

区 分 諸手当
の是正

退職手当
の 是 正

小計
B

合計
(Ａ＋Ｂ)特 殊 勤 務

手当の是正

都 道 府 県 34 26 3 37 83

指 定 都 市 15 15 2 17 21

市 区 447 352 299 746 1,237

町 村 382 296 391 773 1,247

計 878 689 695 1,573 2,588

（参考）

平成16年度給与の適正化等の状況

区 分 昇給廷伸 初任給基準
の 是 正

運用昇短
の 是 正

わ た り
の 是 正

給 料 表
の 是 正

高齢層職員の
昇給停止等

最高･枠外号給の
昇給期間の是正

小計
A

都 道 府 県 0 4 0 0 0 8 1 13

指 定 都 市 0 0 0 0 0 0 0 0

市 区 3 37 7 17 21 90 7 182

町 村 2 27 12 27 20 153 8 249

計 5 68 19 44 41 251 16 444

区 分 諸手当
の是正

退職手当
の 是 正

小計
B

合計
(Ａ＋Ｂ)特 殊 勤 務

手当の是正

都 道 府 県 29 21 45 74 87

指 定 都 市 7 5 13 20 20

市 区 255 172 475 730 912

町 村 389 269 752 1,141 1,390

計 680 467 1,285 1,965 2,409
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⑵ 昭和50年度から平成17年度までの給与適正化等の状況

区 分 給与改定
見 送 り

切 替 上
の 措 置

昇 給
延 伸

初 任 給
の 是 正

運用昇短
の 是 正

わたりの
の 是 正 給料表の是正 高齢層職員の

昇給停止等

都 道 府 県 0 38 39 61 127 50 31 64

指 定 都 市 0 0 6 28 14 5 17 20

市 区 22 193 659 1,253 359 368 374 540

町 村 15 246 865 1,425 644 761 531 1,515

計 37 477 1,569 2,767 1,144 1,184 953 2,139

（注）１．この表内の団体数は，昭和50～平成17年度の間において給与適正化等の措置を講じた団体の合計数（延数）で

ある。

２．給与改定見送り団体数には，昭和57年度の国の給与改定見送り措置に準じ，給与改定を見送った団体は含まれ

ていない。

３．給料表の是正は昭和60年度分から，高齢層職員の昇給停止等は平成２年度分から計上している。

⑶ 平成17年度の都道府県・指定都市における給与適正化の具体例

初任給基準の是正 （都道府県：17，指定都市：２）

北 海 道 … 初任給基準の引き下げ（大卒 旧２級３号→新１級15号，短大卒 旧１級10号 →新１

級15号 高卒 旧１級８号→新１級５号）

茨 城 県 … 初任給昇給短縮の廃止，初任給基準の引き下げ（大卒 旧２級２号，12ヶ月短縮→新１

級25号，短縮なし 短大卒 旧１級６号，９ヶ月短縮→新１級15号，短縮なし 高卒 旧

１級４号，３ヶ月短縮→新１級５号，短縮なし）

栃 木 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 旧２級３号，６ヶ月短縮→新１級29号，短縮なし 短大

卒 旧１級６号，６ヶ月短縮→新１級17号，短縮なし 高卒 旧１級４号，６ヶ月短縮

→新１級９号，短縮なし）

埼 玉 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ６ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 ６ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ６ヶ月短縮→短縮なし）

東 京 都 … 初任給昇給短縮の廃止，初任給基準の引き下げ（大卒 旧２級６号→新１級29号，短大

卒 旧１級８号，３ヶ月短縮→新１級17号，短縮なし 高卒 ９ヶ月短縮→短縮なし）

神奈川県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 12ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 12ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 12ヶ月短縮→短縮なし）

長 野 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 12ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 18ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 12ヶ月短縮→短縮なし）

愛 知 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ９ヶ月短縮→短縮なし）

滋 賀 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ３ヶ月短縮→短縮なし 高卒 ３ヶ月短縮→短縮なし）

和歌山県 … 初任給昇給短縮の廃止（短大卒 12ヶ月短縮→短縮なし，高卒 12ヶ月短縮→短縮なし）

島 根 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ９ヶ月短縮→短縮なし）

山 口 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 15ヶ月短縮→短縮なし，
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高卒 ９ヶ月短縮→短縮なし）

愛 媛 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ９ヶ月短縮→短縮なし）

高 知 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 12ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 12ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ９ヶ月短縮→短縮なし）

長 崎 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ３ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 ６ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ３ヶ月短縮→短縮なし）

熊 本 県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ６ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 12ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ６ヶ月短縮→短縮なし）

鹿児島県 … 初任給昇給短縮の廃止（大卒 ３ヶ月短縮→短縮なし 短大卒 ９ヶ月短縮→短縮なし，

高卒 ６ヶ月短縮→短縮なし）

札 幌 市 … 初任給基準の引き下げ（大卒 ２級３号→２級２号，短大卒 １級８号→１級７号 高

卒 １級６号→１級５号）

堺 市 … 初任給昇給短縮の廃止，初任給基準の引き下げ（大卒 ５級８号，６ヶ月短縮→２級３

号，短縮なし 短大卒 ５級６号，６ヶ月短縮→１級７号，短縮なし 高卒 ５級４号，

６ヶ月短縮→１級５号，短縮なし）

運用昇短の是正 （都道府県：６，指定都市：０）

千 葉 県 … 教育職（高等学校）及び（小・中学校）における運用昇短縮の廃止

神奈川県 … 教育職（高等学校）及び（小・中学校）における運用昇短縮の廃止

鳥 取 県 … 一般行政職，教育職（高等学校）及び（小・中学校）における運用昇短縮の廃止

高 知 県 … 一般行政職，教育職（高等学校）及び（小・中学校）における運用昇短縮の廃止

大 分 県 … 教育職（高等学校）及び（小・中学校）における運用昇短縮の廃止

鹿児島県 … 一般行政職，教育職（高等学校）及び（小・中学校）における運用昇短縮の廃止

わたりの是正 （都道府県：１３，指定都市：１）

岩 手 県 … 昇格の基準を見直し，標準職務に定める職務の上位の級への昇格を廃止

山 形 県 … 課長補佐の新６級格付け及び係長の新５級格付けを廃止

千 葉 県 … 本庁課長級以上の職を１職１級とした

新 潟 県 … 係長の新５級格付け及び一般級の職員の新３級の格付けを廃止

石 川 県 … 主事の４級格付けを廃止

長 野 県 … 主事の４級格付けを廃止

和歌山県 … 級別標準職務表の見直し

鳥 取 県 … 一律昇任制度を廃止，主事の４級格付け及び係長の６級格付けを廃止

長 崎 県 … 課長補佐の新６級格付け及び主査の新４級格付けを廃止，新３級格付けの主任主事・主

任技師の新設，主事・技師の新３級格付けを廃止

熊 本 県 … 主任主事・主任技師の新４級格付けを廃止

大 分 県 … 級の格付けの見直し
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鹿児島県 … 係長級職員の格付けの見直し

沖 縄 県 … 課長補佐の新６級格付け及び係長の新５級格付けを廃止

堺 市 … 主事の４級格付けを廃止

給料表の是正 （（都道府県：４，指定都市：１）

北 海 道 … 行政職給料表１級部分を合成給料表から国準拠とした

千 葉 県 … 独自給料月額の廃止

神奈川県 … 行政職給料表⑴を独自から国準拠とした

鳥 取 県 … 現業職給料表を独自から国準拠とし，上位級への昇格は職長の職に任用があったものに

限ることとした

堺 市 … 一般職給料表を職種ごとに５分類し，国準拠とした

最高・枠外号給からの昇給期間の是正 （都道府県：６，指定都市：０）

奈 良 県 … 最高号給・枠外号給において12ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を廃止

広 島 県 … 最高号給において12ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を廃止

熊 本 県 … 最高号給・枠外号給において12ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を廃止

大 分 県 … 最高号給において12ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を廃止

宮 崎 県 … 最高号給・枠外号給において12ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を廃止

鹿児島県 … 最高号給・枠外号給において12ヶ月昇給していたものから，枠外昇給制度を 廃止

諸手当の是正

特殊勤務手当関係

（都道府県：26，指定都市：15）

北 海 道 廃止

さけ・ますふ化作業手当，特殊自動車運転作業手当 等11手当

支給対象・支給額の見直し

公害防止作業手当，医学研究調査手当 等10手当

支給方法の見直し

職業訓練手当，農業技術等指導訓練手当，看護師等養成指導手当 等４手当

平成18年４月１日適用 59手当→51手当

岩 手 県 廃止

医師手当，通信作業手当

平成18年４月１日適用 40手当→39手当

宮 城 県 支給対象の見直し

有害物等取扱手当，特殊現場等作業手当，鑑識手当

平成18年４月１日適用 44手当

秋 田 県 廃止

火薬類等取扱手当，ダム管理・建設業務，早出勤務手当
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支給対象・支給額の見直し

県税業務手当，放射線取扱手当，社会福祉業務手当 等８手当

平成18年４月１日適用 38手当→35手当

山 形 県 廃止

火薬類・高圧ガス等取扱作業に従事する職員の特殊勤務手当，深所作業に従事する

職員の特殊勤務手当 等６手当

支給額の見直し

農業大学校に勤務する職員の特殊勤務手当，病害虫防除所に勤務する職員の特殊勤

務手当

平成18年４月１日適用 44手当→39手当

栃 木 県 廃止

競馬事務所に勤務する職員の特殊勤務手当

平成18年４月１日適用 34手当→33手当

群 馬 県 廃止

無線電話取扱手当

日額化

交通取締用自動車等運転手当，看守作業手当，爆発物取締等作業手当 等９手当

平成18年４月１日適用 56手当→55手当

埼 玉 県 廃止

通信教育添削手当，舎監手当

支給対象の見直し

変則勤務手当

平成18年４月１日適用 28手当→26手当

東 京 都 廃止

放射線取扱手当，有害薬品取扱手当

平成18年４月１日適用 60手当→58手当

神奈川県 廃止

有害放射線手当，環境衛生検査等業務等手当 等９手当

支給方法の見直し等

家畜等取扱手当，有害毒薬物等取扱手当，水中等作業手当 等13手当

平成18年４月１日適用 28手当→19手当

新 潟 県 廃止

船舶さび落とし作業手当，医療研究手当，舎監業務手当，機動隊業務手当

支給対象・支給額の見直し

用地交渉手当

平成18年４月１日適用 52手当→48手当

富 山 県 廃止

指導訓練等手当，夜間等特殊業務手当，早朝出勤手当，高温高湿室内作業手当
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支給対象・支給額の見直し

社会福祉業務手当，社会福祉施設等業務手当，病院業務手当，精神保健業務手当 等

13手当

平成18年４月１日適用 32手当→29手当

石 川 県 廃止

農業実習手当，変則勤務手当，看護師等養成業務手当 等10手当

支給対象・支給方法の見直し

爆発物取締等作業手当，除雪作業手当，公共土木施設災害応急作業手当，ダム管理

手当 等８手当

平成18年４月１日適用 61手当→47手当

山 梨 県 廃止

精神保健業務従事手当，し尿浄化槽等検査手当，分娩介助手当 等８手当

支給対象の見直し

有害薬物取扱手当

支給方法の見直し

税務手当

平成18年４月１日適用 47手当→39手当

岐 阜 県 支給方法・支給対象の見直し

警察職員手当，教育職員手当，税務事務手当，福祉業務手当 等11手当

平成18年４月１日適用 27手当

静 岡 県 廃止

連絡・あっせん業務手当，高圧電気作業手当，溶接作業手当，と殺解体作業手当 等

９手当

支給方法の見直し

税務手当，社会福祉業務手当，漁業調査業務手

平成18年４月１日適用 43手当→34手当

愛 知 県 支給方法の見直し

税務手当，多学年学級担当手当

支給対象の見直し

深夜特殊業務等手当，夜間教育課程等勤務手当

平成18年４月１日適用 24手当

滋 賀 県 廃止

医事研究調査手当，特殊公衆浴場検査手当，早朝食品衛生監視等手当 等８手当

支給対象・支給方法の見直し

社会福祉業務手当，家畜保健衛生等業務手当，夜間看護等手当 等18手当

平成18年４月１日適用 61手当→53手当

大 阪 府 支給対象・支給方法の見直し

危険現場作業手当，犯則取締等手当，放射線取扱手当，税務手当 等11手当
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平成18年４月１日適用 41手当

兵 庫 県 廃止

医師手当，病院等窓口業務手当，潜水作業手当 等８手当

支給対象・支給方法の見直し

税務事務手当，消防訓練手当，社会福祉業務手当，有害物等取扱手当 等24手当

平成18年４月１日適用 68手当→61手当

奈 良 県 廃止

警察職員の特殊勤務手当４作業

支給額の見直し

職業訓練事業に従事する職員の特殊勤務手当，農業の教育指導に従事する職員の特

殊勤務手当 等５手当

平成18年４月１日適用 41手当

和歌山県 廃止

診療従事手当，大学院研究科担当手当，放射線取扱手当，航空手当

支給額の見直し

定時通信教育手当，兼務手当

支給対象の見直し

爆発物処理等手当

平成18年４月１日適用 51手当→47手当

鳥 取 県 廃止

漁労手当，特殊自動車運転手当，訓練指導手当 等７手当

支給対象・支給方法の見直し

災害応急等作業手当，放射線取扱手当，爆発物検査手当 等13手当

支給額の見直し

狂犬病予防等業務手当，有害物等取扱手当，潜水手当 等７手当

平成18年４月１日適用 48手当→41手当

島 根 県 廃止

変則勤務手当

平成18年４月１日適用 71手当→70手当

山 口 県 廃止

職業訓練指導手当，研究手当，放射線取扱手当 等12手当

支給方法の見直し

税務手当，福祉業務手当，感染症防疫等業務手当 等６手当

支給額の見直し

多学年学級担当手当

平成18年４月１日適用 31手当→20手当

香 川 県 廃止

消防訓練業務手当，理学療法業務手当，分べん介助業務手当 等８手当
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支給方法・支給対象の見直し

と畜検査業務手当，家畜保健衛生業務手当，狂犬病予防等業務手当，交通取締用自

動車・警ら用無線自動車運転手当

支給額の見直し

感染症等治療業務手当，精神病治療業務手当，児童福祉業務手当 等８手当

平成18年４月１日適用 59手当→46手当

佐 賀 県 廃止

衛生等研究手当，室温内作業従事手当，特殊車両等運転手当，農場管理手当，同和

教育推進手当，温室内作業従事手当

支給対象・支給方法の見直し

教務手当，衛生業務手当，爆発物取扱手当，特殊現場作業手当，警務作業手当，兼

務職員の特殊勤務手当

平成18年４月１日適用 41手当→34手当

熊 本 県 廃止

火薬類取締業務手当，高圧ガス取締業務手当，医師研究手当

支給対象・支給額の見直し等

税務手当，植物検疫防除手当，夜間定時制勤務手当，漁業取締手当，放射線取扱作

業手当 等25手当

平成18年４月１日適用 75手当→66手当

札 幌 市 廃止

遠隔地勤務手当，学校用務員業務手当，学校調理員業務手当

支給対象の見直し

特定危険作業手当，変則勤務手当

平成18年４月１日適用 26手当→21手当

仙 台 市 廃止・統合

東京事務所手当，税務手当，障害者更生相談所業務手当 等16手当

平成18年４月１日適用 33手当→17手当

さいたま市 廃止

印刷所業務手当

支給対象の見直し

火葬及び葬祭業務手当，清掃業務手当，変則勤務手当

平成18年４月１日適用 29手当→28手当

千 葉 市 廃止・支給対象の見直し等

税務手当，社会福祉事務手当，国民健康保険徴収取扱事務手当，公共下水道使用料

等又は住宅使用料徴収取扱事務手当，保健衛生事務手当 等35手当

平成18年４月１日適用 74手当→44手当

横 浜 市 廃止・支給対象の見直し等

税務手当，特別現場業務手当，変則勤務手当，年末年始手当，放射線取扱手当，臨
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床・衛生検査手当，現場調査等従事手当 等20手当

平成18年４月１日適用 23手当→３手当

川 崎 市 廃止

保健看護手当，介護老人保健施設等勤務手当，医務従事手当，生活環境業務手当，

犬猫死体処理手当，煙道等作業手当 等12手当

支給基準の見直し

潜水手当

平成18年４月１日適用 35手当→26手当

静 岡 市 支給対象の見直し

保健衛生業務手当，清掃作業に従事する職員の特殊勤務手当 等５手当

平成18年４月１日適用 45手当

名古屋市 廃止

税務等業務手当，特別診療看護手当，不規則勤務手当，福祉施設等現場勤務手当，

遠隔地勤務手当

支給対象の見直し

ごみ及びし尿収集処理手当，滞納処分等現地折衝手当，福祉業務手当，教員特殊業

務手当，特定現場勤務手当

平成18年４月１日適用 32手当→27手当

京 都 市 支給額の見直し

変則勤務手当

支給対象の見直し

遠隔地勤務手当

平成18年４月１日適用 18手当

大 阪 市 廃止

税等徴収業務手当，福祉業務手当，有害有毒物取扱手当，用地取得区画整理手当，

沖防波堤工事等従事者手当 等16手当

支給対象の見直し

放射線取扱手当，夜間看護手当，感染症予防救治従事者手当，緊急対策業務等手当，

潜水作業手当 等13手当

平成18年４月１日適用 33手当→19手当

堺 市 廃止

建設業務従事手当，助産手当，待機拘束手当 等８手当

支給対象・支給方法の見直し

市税等事務従事手当，夜間特殊業務手当，防疫等作業手当，行路病人及び行路死亡

人取扱手当 等14手当

平成18年４月１日適用 25手当→20手当

神 戸 市 廃止

動物管理センター獣医師の動物保護手当，斎場の施設管理業務手当，道路の補修，
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修繕，維持作業等手当 等17手当

支給額・支給対象の見直し

食肉衛生検査所獣医師の検査業務等手当，西部市場職員の施設管理業務手当，児童

自立支援施設職員の訓練指導手当 等22手当

平成18年４月１日適用 41手当→36手当

広 島 市 廃止

不規則勤務職員の特殊勤務手当，年末年始勤務職員の特殊勤務手当

平成18年４月１日適用 18手当→16手当

北九州市 廃止

変則勤務手当，年末年始出勤手当，食肉センター業務手当

平成18年４月１日適用 43手当→41手当

福 岡 市 支給対象の見直し

変則勤務手当

平成18年４月１日適用 41手当→39手当
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５ 国家公務員給与等実態調査関係資料（平成18年）

職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額

適用俸給表別に職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額を示すと次のとおりである。

俸 給 表 職 員 数 平均年齢 平均経験年数 平均給与月額
俸 給

人 歳 年 円 円
全 俸 給 表 288,935 41.2 20.0 400,685 346,508

行 政 職 俸 給 表 ㈠ 168,722 40.4 19.2 381,212 328,477

行 政 職 俸 給 表 ㈡ 5,569 48.4 27.8 318,595 286,500

専 門 行 政 職 俸 給 表 7,920 41.7 19.7 430,711 363,489

税 務 職 俸 給 表 53,344 42.2 21.7 449,945 391,111

公 安 職 俸 給 表 ㈠ 20,277 42.1 20.8 384,665 339,564

公 安 職 俸 給 表 ㈡ 22,493 41.6 20.3 414,772 364,995

海 事 職 俸 給 表 ㈠ 222 45.7 24.6 481,438 405,677

海 事 職 俸 給 表 ㈡ 402 43.2 25.2 367,600 323,124

教 育 職 俸 給 表 ㈠ 125 46.6 22.9 487,974 447,894

教 育 職 俸 給 表 ㈡ 120 46.8 22.8 455,799 409,638

研 究 職 俸 給 表 1,675 44.2 20.1 543,638 415,843

医 療 職 俸 給 表 ㈠ 1,285 46.0 19.9 713,939 483,409

医 療 職 俸 給 表 ㈡ 957 42.3 19.0 370,906 324,544

医 療 職 俸 給 表 ㈢ 4,433 37.6 14.9 325,290 292,549

福 祉 職 俸 給 表 263 40.7 16.9 378,011 335,462

指 定 職 俸 給 表 841 55.1 31.5 1,047,886 930,445

特定任期付職員俸給表 186 39.8 609,693 542,629

第一号任期付研究員俸給表 41 40.0 563,965 508,707

第二号任期付研究員俸給表 60 35.0 396,773 355,700

(注)１ 全俸給表の平均経験年数には，特定任期付職員及び任期付研究員は含まれていない。

２ 俸給には，俸給の調整額及び切替に伴う差額を含む。

３ 地域手当には，異動保障によるもの及び研究員調整手当を含む。

４ その他は，初任給調整手当及び特地勤務手当等である。
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平 均 給 与 月 額

扶養手当 俸給の特別調整額 地域手当 住居手当 そ の 他

円 円 円 円 円
12,404 10,892 23,741 3,319 3,821

11,851 11,740 22,521 3,503 3,120

11,225 15,547 2,920 2,403

12,696 13,615 30,934 4,575 5,402

13,452 11,368 29,064 2,762 2,188

15,096 6,858 18,139 1,861 3,147

14,151 8,771 17,026 3,659 6,170

17,761 14,738 36,438 2,858 3,966

13,249 24,572 2,444 4,211

12,724 2,775 19,473 3,636 1,472

11,617 1,861 26,471 2,838 3,374

12,709 52,267 52,223 4,748 5,848

14,939 15,389 60,001 5,261 134,940

10,324 1,369 26,813 4,886 2,970

3,325 534 21,382 5,581 1,919

8,291 3,356 23,616 5,290 1,996

112,976 4,465

66,915 149

55,258

41,073
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研
究

員
俸
給
表

第
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任

期
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研
究

員
俸
給
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計
人

28
8,
93
5

人

16
8,
72
2

人

5,
56
9

人

7,
92
0

人

53
,3
44

人
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77

人

22
,4
93

人 22
2

人 40
2

人 12
5

人 12
0

人

1,
67
5

人

1,
28
5

人 95
7

人

4,
43
3

人 26
3
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1
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6

人 41
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20
歳

未
満

55
4

47
8

5
52

19

20
歳
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上
24
歳
未
満

7,
28
2

4,
35
6

16
17
2

1,
27
9

53
2

59
1

1
18

4
8

30
2

3

24
〃

28
〃

21
,0
01

13
,1
36

48
66
7

2,
97
8

1,
58
6

1,
67
0

8
23

1
27

54
77
1

29
3

28
〃

32
〃

30
,6
89

19
,9
24

17
0

91
2

3,
92
6

2,
32
0

2,
32
8

9
44

4
3

10
8

33
85

73
2

43
31

17

32
〃

36
〃

41
,0
41

25
,6
12

34
9

95
4

7,
62
5

2,
29
7

3,
03
5

16
45

17
16

19
7

13
6

13
1

51
5

29
40

7
20

36
〃

40
〃

35
,9
92

21
,1
84

48
2

1,
06
2

7,
57
7

1,
79
2

2,
72
8

30
42

15
10

23
7

19
9

13
7

40
8

24
33

16
16

40
〃

44
〃

36
,2
08

21
,5
87

66
7

86
2

7,
08
6

2,
28
8

2,
62
6

29
24

16
18

24
8

20
6

12
5

34
9

28
32

12
5

44
〃

48
〃

34
,1
25

20
,5
74

69
3

63
7

6,
18
6

2,
49
6

2,
41
0

31
41

12
16

26
9

21
0

11
7

36
9

38
19

5
2

48
〃

52
〃

30
,7
34

17
,1
47

78
2

71
5

6,
14
5
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34
6
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49
8
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40
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14

21
9
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17
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13

52
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〃

28
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13
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01
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09
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26
3
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6
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16
16
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2
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4
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33
8

22
44
7

2
1

56
〃

60
〃

22
,7
41

10
,8
17

1,
23
4

83
1

4,
39
8

2,
30
5

2,
06
1

37
73

19
26

16
7

98
96

30
1

30
24
2

6
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上

45
0

10
6

17
5

9
1

5
7

95
45

7
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別
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俸
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表

年
齢
階
層

計

行
政

職

俸
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表
㈠

行
政

職
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㈡
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政

職
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職
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表

公
安

職
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給
表
㈠

公
安

職

俸
給
表
㈡

海
事

職

俸
給
表
㈠

海
事

職

俸
給
表
㈡

教
育

職

俸
給
表
㈠

教
育

職

俸
給
表
㈡

研
究

職

俸
給

表

医
療

職

俸
給
表
㈠

医
療

職

俸
給
表
㈡

医
療

職

俸
給
表
㈢

福
祉

職

俸
給

表

指
定

職

俸
給

表

特
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期

付
職

員

俸
給

表

第
一
号
任

期
付
研
究

員
俸
給
表

第
二
号
任

期
付
研
究

員
俸
給
表

計
人

24
4,
08
9

人

14
2,
04
2

人

3,
94
3

人

6,
89
9

人

46
,1
39

人

19
,0
44

人

20
,4
49

人 22
0

人 40
1

人 94

人 97

人

1,
41
0

人

1,
10
5

人 65
5

人 37
8

人 15
6

人 83
0

人 14
9

人 33

人 45

20
歳

未
満

36
0

31
3

3
25

19

20
歳
以
上
24
歳
未
満

4,
76
0

2,
98
6

11
11
2

72
0

38
4

51
3

1
18

3
2

10

24
〃

28
〃

14
,8
22

9,
44
7

43
43
0

2,
08
6

1,
34
2

1,
33
2

8
23

17
25

48
18

3

28
〃

32
〃

23
,3
43

15
,3
15

14
9

65
4

2,
87
3

2,
08
7

1,
94
2

8
43

2
2

88
24

39
61

21
21

14

32
〃

36
〃

32
,4
19

20
,2
74

28
7

76
5

5,
77
0

2,
10
6

2,
64
6

15
45

14
12

15
9

11
4

75
62

22
30

7
16

36
〃

40
〃

30
,1
95

17
,6
59

40
1

92
4

6,
40
6

1,
67
6

2,
47
2

30
42

12
7

19
4

16
6

92
47

15
28

13
11

40
〃

44
〃

32
,2
42

19
,1
68

52
7

81
3

6,
42
9

2,
21
3

2,
45
1

29
24

11
14

21
6

17
3

88
33

16
24

9
4

44
〃

48
〃

31
,0
10

18
,7
45

52
7

60
7

5,
77
3

2,
41
7

2,
27
3

31
41

8
13

22
4

17
5

92
40
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3

48
〃

52
〃

28
,2
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15
,7
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1
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0
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12
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4
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1
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,5
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9,
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1
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4,
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16
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14
3
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0

6
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5
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10
4

9
1

7
86

45
7
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㈡

教
育

職
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㈠
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職
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㈡
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職
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表
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職

俸
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㈠
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職
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㈡
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㈢
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究
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第
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号
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期
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研
究
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俸
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表

計
人

44
,8
46

人

26
,6
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人

1,
62
6

人

1,
02
1

人

7,
20
5

人

1,
23
3

人

2,
04
4

人 2

人 1

人 31

人 23

人 26
5

人 18
0

人 30
2

人

4,
05
5

人 10
7

人 11

人 37

人 8

人 15

20
歳

未
満

19
4

16
5

2
27

20
歳
以
上
24
歳
未
満

2,
52
2

1,
37
0

5
60

55
9

14
8

78
1

6
29
2

3

24
〃

28
〃

6,
17
9

3,
68
9

5
23
7

89
2

24
4

33
8

1
10

29
72
3

11

28
〃

32
〃

7,
34
6

4,
60
9

21
25
8

1,
05
3

23
3

38
6

1
1

2
1

20
9

46
67
1

22
10

3

32
〃

36
〃

8,
62
2

5,
33
8

62
18
9

1,
85
5

19
1

38
9

1
3

4
38

22
56

45
3

7
10

4

36
〃

40
〃

5,
79
7

3,
52
5

81
13
8

1,
17
1

11
6

25
6

3
3

43
33

45
36
1

9
5

3
5

40
〃

44
〃

3,
96
6

2,
41
9

14
0

49
65
7

75
17
5

5
4

32
33

37
31
6

12
8

3
1

44
〃

48
〃

3,
11
5

1,
82
9

16
6

30
41
3

79
13
7

4
3

45
35

25
32
9

14
2

2
2

48
〃

52
〃

2,
49
4

1,
38
9

22
4

25
28
0

56
11
7

4
3

28
20

21
31
2

7
6

2

52
〃

56
〃

2,
36
3

1,
21
1

35
4

19
27
8

33
88

2
24

11
17

31
3

10
3

56
〃

60
〃

2,
15
3

1,
12
6

49
5

16
47

31
80

3
4

24
8

20
28
5

12
2

60
歳

以
上

95
10

71
5

9
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第２表 適用俸給表別，性別，最終学歴別人員

学歴
性別 計 大 学 卒 短 大 卒 高 校 卒 中 学 卒

俸給表

計 288,935人 128,361人 39,412人 119,243人 1,919人
計 男 244,089 111,237 29,562 101,724 1,566

女 44,846 17,124 9,850 17,519 353

計 168,722 79,745 21,229 67,576 172
行 政 職 俸 給 表 ㈠ 男 142,042 68,066 16,529 57,299 148

女 26,680 11,679 4,700 10,277 24

計 5,569 257 377 3,863 1,072
行 政 職 俸 給 表 ㈡ 男 3,943 223 197 2,769 754

女 1,626 34 180 1,094 318

計 7,920 3,890 2,999 1,021 10
専 門 行 政 職 俸 給 表 男 6,899 3,270 2,633 987 9

女 1,021 620 366 34 1

計 53,344 20,424 2,200 30,716 4
税 務 職 俸 給 表 男 46,139 18,476 1,536 26,125 2

女 7,205 1,948 664 4,591 2

計 20,277 9,421 1,135 9,526 195
公 安 職 俸 給 表 ㈠ 男 19,044 8,858 955 9,040 191

女 1,233 563 180 486 4

計 22,493 9,032 7,330 5,796 335
公 安 職 俸 給 表 ㈡ 男 20,449 8,114 6,872 5,131 332

女 2,044 918 458 665 3

計 222 76 51 66 29
海 事 職 俸 給 表 ㈠ 男 220 76 50 65 29

女 2 1 1

計 402 4 71 229 98
海 事 職 俸 給 表 ㈡ 男 401 4 71 228 98

女 1 1

計 125 110 15
教 育 職 俸 給 表 ㈠ 男 94 87 7

女 31 23 8

計 120 85 29 6
教 育 職 俸 給 表 ㈡ 男 97 74 17 6

女 23 11 12

計 1,675 1,621 20 32 2
研 究 職 俸 給 表 男 1,410 1,368 15 25 2

女 265 253 5 7

計 1,285 1,285
医 療 職 俸 給 表 ㈠ 男 1,105 1,105

女 180 180

計 957 389 554 13 1
医 療 職 俸 給 表 ㈡ 男 655 247 397 10 1

女 302 142 157 3

計 4,433 697 3,363 373
医 療 職 俸 給 表 ㈢ 男 378 80 273 25

女 4,055 617 3,090 348

計 263 210 37 15 1
福 祉 職 俸 給 表 男 156 145 8 3

女 107 65 29 12 1

計 841 829 2 10
指 定 職 俸 給 表 男 830 818 2 10

女 11 11

計 186 185 1
特 定 任 期 付 職 員 俸 給 表 男 149 148 1

女 37 37

計 41 41
第一号任期付研究員俸給表 男 33 33

女 8 8

計 60 60
第二号任期付研究員俸給表 男 45 45

女 15 15

（注)大学卒には修士課程及び博士課程修了者を，短大卒には高等専門学校卒業者を含む。(以下，第４表

までについて同じ。)
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第
３
表

適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
人
員

級

俸
給

表
計

１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

行
政
職
俸
給
表
㈠

16
8,
72
2

15
,7
15

27
,2
10

52
,9
69

31
,5
67

18
,7
19

15
,8
85

3,
24
0

1,
95
1

1,
40
0

66

大
学

卒
79
,7
45

8,
78
0

15
,8
73

20
,8
98

12
,7
64

7,
47
2

8,
52
5

2,
31
0

1,
69
1

1,
36
9

63

短
大

卒
21
,2
29

2,
28
6

3,
80
6

8,
50
9

3,
61
8

1,
65
1

1,
14
5

16
3

46
5

学 歴
高

校
卒

67
,5
76

4,
64
3

7,
52
0

23
,5
12

15
,1
29

9,
56
8

6,
19
9

76
3

21
3

26
3

中
学

卒
17
2

6
11

50
56

28
16

4
1

行
政
職
俸
給
表
㈡

5,
56
9

22
1

2,
15
2

2,
62
6

52
6

44

専
門
行
政
職
俸
給
表

7,
92
0

1,
53
3

1,
26
1

2,
61
6

1,
98
2

29
9

19
5

34

税
務
職
俸

給
表

53
,3
44

4,
18
4

3,
98
8

9,
27
0

9,
49
7

12
,6
90

11
,3
97

1,
70
1

51
2

10
5

公
安
職
俸
給
表
㈠

20
,2
77

4,
59
6

6,
65
6

3,
54
2

2,
38
7

91
1

74
7

61
8

29
4

41
3

11
0

3

公
安
職
俸
給
表
㈡

22
,4
93

2,
40
0

4,
29
2

7,
74
8

4,
29
8

1,
50
5

1,
33
7

59
6

26
1

56

海
事
職
俸
給
表
㈠

22
2

1
34

71
64

32
17

3

海
事
職
俸
給
表
㈡

40
2

13
13
1

84
92

76
6

教
育
職
俸
給
表
㈠

12
5

20
26

35
43

1

教
育
職
俸
給
表
㈡

12
0

12
0

研
究
職
俸

給
表

1,
67
5

19
34
3

42
7

37
0

51
6

医
療
職
俸
給
表
㈠

1,
28
5

26
8

60
3

28
9

12
4

1

医
療
職
俸
給
表
㈡

95
7

28
42
3

22
3

19
7

51
25

4
6

医
療
職
俸
給
表
㈢

4,
43
3

38
3

3,
33
2

50
3

17
5

30
6

4

福
祉
職
俸

給
表

26
3

69
82

17
77

17
1

指
定
職
俸

給
表

84
1

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

18
6

第
一
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

41

第
二
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

60
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第
４
表

適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
平
均
年
齢

級

俸
給

表
計

１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

行
政
職
俸
給
表
㈠

40
.4

25
.2

30
.8

38
.1

46
.0

51
.1

51
.1

51
.3

50
.5

50
.8

51
.7

大
学

卒
38
.9

26
.2

30
.3

37
.1

44
.5

48
.7

48
.4

49
.5

49
.6

50
.6

51
.5

短
大

卒
39
.2

24
.6

31
.4

38
.5

46
.8

51
.9

53
.8

55
.7

57
.0

56
.1

学 歴
高

校
卒

42
.5

23
.4

31
.6

38
.9

47
.0

52
.8

54
.4

55
.8

56
.7

57
.4

55
.2

中
学

卒
52
.2

26
.5

43
.2

51
.5

53
.5

56
.3

57
.3

57
.5

54
.5

行
政
職
俸
給
表
㈡

48
.4

35
.1

46
.9

49
.0

56
.7

58
.3

専
門
行
政
職
俸
給
表

41
.7

28
.7

33
.7

44
.2

50
.7

51
.8

54
.0

54
.6

税
務
職
俸

給
表

42
.2

25
.1

30
.1

34
.7

40
.1

47
.2

52
.0

55
.4

57
.1

57
.5

公
安
職
俸
給
表
㈠

42
.1

28
.8

41
.7

49
.6

46
.9

47
.1

49
.8

50
.8

53
.5

55
.8

53
.7

52
.5

公
安
職
俸
給
表
㈡

41
.6

25
.7

33
.4

41
.4

49
.1

52
.0

53
.3

54
.3

55
.4

57
.3

海
事
職
俸
給
表
㈠

45
.7

21
.5

32
.9

41
.8

49
.6

54
.0

56
.7

57
.8

海
事
職
俸
給
表
㈡

43
.2

21
.6

31
.7

43
.1

50
.8

56
.7

58
.3

教
育
職
俸
給
表
㈠

46
.6

34
.4

39
.8

47
.9

54
.9

58
.5

教
育
職
俸
給
表
㈡

46
.8

46
.8

研
究
職
俸

給
表

44
.2

26
.9

34
.6

41
.0

46
.1

52
.5

医
療
職
俸
給
表
㈠

46
.0

35
.7

44
.5

53
.2

58
.5

56
.5

医
療
職
俸
給
表
㈡

42
.3

28
.5

36
.1

44
.3

50
.2

52
.8

56
.5

56
.8

57
.7

医
療
職
俸
給
表
㈢

37
.6

49
.7

34
.6

42
.5

50
.1

53
.1

57
.8

58
.3

福
祉
職
俸

給
表

40
.7

32
.1

36
.2

43
.6

49
.3

54
.1

57
.5

指
定
職
俸

給
表

55
.1

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

39
.8

第
一
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

40
.0

第
二
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

35
.0

― 132―



第
５
表

適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
経
験
年
数

級
俸

給
表

計
１

級
２

級
３

級
４

級
５

級
６

級
７

級
８

級
９

級
1
0
級

1
1
級

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

行
政
職
俸
給
表
㈠

1
9
.
2

3
.
3

8
.
9

1
7
.
1

2
5
.
3

3
0
.
6

3
0
.
1

2
9
.
4

2
7
.
8

2
7
.
3

2
8
.
1

行
政
職
俸
給
表
㈡

2
7
.
8

1
4
.
8

2
5
.
5

2
8
.
8

3
7
.
2

3
8
.
8

専
門
行
政
職
俸
給
表

1
9
.
7

6
.
3

1
1
.
7

2
2
.
4

2
8
.
9

2
8
.
7

3
0
.
9

3
1
.
1

税
務
職
俸

給
表

2
1
.
7

3
.
7

9
.
1

1
4
.
5

1
9
.
6

2
6
.
6

3
2
.
0

3
5
.
6

3
7
.
2

3
7
.
2

公
安
職
俸
給
表
㈠

2
0
.
8

6
.
9

2
0
.
8

2
8
.
8

2
5
.
4

2
5
.
9

2
8
.
0

2
8
.
5

3
1
.
9

3
5
.
0

3
1
.
4

2
9
.
0

公
安
職
俸
給
表
㈡

2
0
.
3

3
.
8

1
1
.
8

2
0
.
1

2
8
.
1

3
1
.
2

3
2
.
4

3
3
.
0

3
2
.
9

3
4
.
5

海
事
職
俸
給
表
㈠

2
4
.
6

0
.
7

1
0
.
9

2
1
.
1

2
9
.
4

3
2
.
5

3
4
.
1

3
4
.
0

海
事
職
俸
給
表
㈡

2
5
.
2

2
.
0

1
3
.
1

2
5
.
5

3
2
.
7

3
9
.
2

4
0
.
3

教
育
職
俸
給
表
㈠

2
2
.
9

1
0
.
0

1
6
.
4

2
4
.
6

3
1
.
1

3
5
.
7

教
育
職
俸
給
表
㈡

2
2
.
8

2
2
.
8

研
究
職
俸

給
表

2
0
.
1

4
.
2

1
1
.
0

1
6
.
8

2
1
.
9

2
8
.
2

医
療
職
俸
給
表
㈠

1
9
.
9

9
.
9

1
8
.
1

2
7
.
4

3
2
.
9

3
0
.
7

医
療
職
俸
給
表
㈡

1
9
.
0

5
.
8

1
2
.
9

2
0
.
6

2
7
.
0

2
9
.
5

3
3
.
3

3
3
.
2

3
3
.
8

医
療
職
俸
給
表
㈢

1
4
.
9

2
8
.
2

1
1
.
6

2
0
.
0

2
8
.
1

3
1
.
0

3
6
.
5

3
6
.
9

福
祉
職
俸

給
表

1
6
.
9

8
.
7

1
2
.
3

1
9
.
6

2
5
.
5

2
9
.
4

3
0
.
7

指
定
職
俸

給
表

3
1
.
5

第
６
表

適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
俸
給
額

級
俸

給
表

計
１

級
２

級
３

級
４

級
５

級
６

級
７

級
８

級
９

級
1
0
級

1
1
級

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

行
政
職
俸
給
表
㈠

3
2
8
,
4
7
7

1
7
8
,
2
5
6

2
2
7
,
1
6
8

3
0
6
,
2
3
4

3
8
7
,
1
9
1

4
1
7
,
4
9
3

4
3
4
,
3
8
1

4
6
4
,
6
0
4

4
9
4
,
8
7
2

5
5
1
,
4
2
8

5
6
6
,
8
7
0

行
政
職
俸
給
表
㈡

2
8
6
,
5
0
0

2
1
0
,
2
9
3

2
6
8
,
8
7
7

2
9
6
,
0
6
5

3
3
6
,
4
3
7

3
6
3
,
3
5
7

専
門
行
政
職
俸
給
表

3
6
3
,
4
8
9

2
2
0
,
7
7
4

2
9
3
,
3
8
0

3
9
1
,
0
7
7

4
4
6
,
7
0
9

4
7
9
,
6
8
1

5
1
0
,
7
7
9

5
5
7
,
9
6
8

税
務
職
俸

給
表

3
9
1
,
1
1
1

2
0
3
,
2
0
8

2
5
1
,
3
5
1

3
1
9
,
0
5
8

3
9
5
,
7
6
8

4
4
4
,
8
9
2

4
8
0
,
0
4
1

5
0
1
,
4
9
1

5
2
0
,
4
9
6

5
5
5
,
4
5
3

公
安
職
俸
給
表
㈠

3
3
9
,
5
6
4

2
2
0
,
1
5
4

3
2
5
,
1
1
1

3
7
8
,
0
8
2

3
8
8
,
9
0
8

4
2
7
,
8
7
7

4
4
9
,
5
2
8

4
7
0
,
3
5
6

4
9
7
,
3
3
5

5
2
3
,
8
6
0

5
5
9
,
2
5
2

5
7
5
,
7
0
0

公
安
職
俸
給
表
㈡

3
6
4
,
9
9
5

2
1
5
,
1
9
0

2
7
8
,
3
0
1

3
5
9
,
0
6
6

4
3
8
,
8
1
8

4
6
1
,
7
4
5

4
8
6
,
9
0
3

5
2
2
,
8
8
8

5
4
1
,
2
8
6

5
7
1
,
3
3
9

海
事
職
俸
給
表
㈠

4
0
5
,
6
7
7

1
8
4
,
4
0
0

2
7
6
,
0
7
1

3
7
0
,
0
9
2

4
4
3
,
6
2
2

4
7
8
,
2
6
9

5
2
0
,
4
7
6

5
5
6
,
1
6
7

海
事
職
俸
給
表
㈡

3
2
3
,
1
2
4

2
0
3
,
6
0
0

2
7
1
,
0
4
4

3
2
9
,
9
6
3

3
5
4
,
8
4
2

3
8
1
,
0
5
1

4
0
3
,
3
6
7

教
育
職
俸
給
表
㈠

4
4
7
,
8
9
4

3
1
1
,
2
4
5

3
8
6
,
3
2
3

4
6
3
,
3
2
0

5
3
2
,
9
6
7

5
8
3
,
6
0
0

教
育
職
俸
給
表
㈡

4
0
9
,
6
3
8

4
0
9
,
6
3
8

研
究
職
俸

給
表

4
1
5
,
8
4
3

2
0
2
,
8
5
3

2
9
2
,
9
5
0

3
7
3
,
8
1
6

4
3
2
,
1
0
1

5
2
8
,
4
9
5

医
療
職
俸
給
表
㈠

4
8
3
,
4
0
9

3
7
1
,
6
0
5

4
7
5
,
0
5
6

5
5
2
,
0
9
3

6
0
4
,
6
8
1

5
9
5
,
7
0
0

医
療
職
俸
給
表
㈡

3
2
4
,
5
4
4

2
0
0
,
9
3
6

2
6
6
,
4
8
8

3
3
7
,
9
0
0

3
9
6
,
3
2
4

4
3
4
,
4
2
0

4
5
7
,
6
6
4

5
2
1
,
7
0
0

5
2
1
,
0
5
0

医
療
職
俸
給
表
㈢

2
9
2
,
5
4
9

3
3
0
,
7
5
0

2
7
2
,
7
3
3

3
4
3
,
1
8
5

4
0
4
,
8
8
5

4
3
6
,
1
9
7

4
8
2
,
9
0
0

4
9
5
,
6
5
0

福
祉
職
俸

給
表

3
3
5
,
4
6
2

2
3
1
,
8
2
3

2
9
4
,
0
3
2

3
6
3
,
3
0
0

4
3
4
,
5
6
4

4
6
9
,
1
7
1

5
0
6
,
8
0
0

指
定
職
俸

給
表

9
3
0
,
4
4
5

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

5
4
2
,
6
2
9

第
一
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

5
0
8
,
7
0
7

第
二
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

3
5
5
,
7
0
0
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第
７
表

適
用
俸
給
表
別
，
経
験
年
数
階
層
別
，
給
与
決
定
上
の
学
歴
別
人
員
及
び
平
均
俸
給
額

全
俸
給
表

学
歴

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
経
験

区
分

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

年
数
階
層

計
人

28
8,
64
8

円
34
6,
35
7

人
2,
27
1

円
32
5,
02
2

人
42
,5
52

円
36
2,
23
1

人
30
,5
14

円
32
8,
36
7

人
11
3,
31
1

円
33
1,
65
9

１
年

未
満

3,
65
3

17
4,
18
4

73
0

14
6,
52
4

53
4

17
0,
47
0

2,
38
9

18
3,
46
6

１
年
以
上

２
年
未
満

5,
61
5

18
3,
48
8

4
20
5,
42
5

1,
06
4

15
4,
92
6

56
4

17
7,
17
3

3,
98
3

19
1,
99
0

２
年
以
上

３
年
未
満

5,
93
2

19
0,
36
9

1,
01
1

16
2,
84
2

67
4

18
7,
59
4

4,
24
7

19
7,
36
2

３
年
以
上

５
年
未
満

12
,3
85

20
2,
09
2

1
23
5,
10
0

1,
93
1

17
4,
86
9

1,
35
0

19
7,
80
3

9,
10
3

20
8,
49
9

５
年
以
上

７
年
未
満

12
,1
78

21
9,
96
5

1
25
3,
60
0

2,
22
6

19
3,
95
0

1,
37
4

21
4,
09
9

8,
57
7

22
7,
65
3

７
年
以
上

10
年
未
満

20
,0
92

24
6,
73
0

22
20
3,
70
5

4,
20
6

21
5,
97
9

2,
63
6

23
6,
93
7

13
,2
28

25
8,
53
1

10
年
以
上

15
年
未
満

44
,2
72

28
7,
08
2

87
22
1,
32
2

17
,7
43

25
8,
61
9

5,
14
6

27
1,
58
0

21
,2
96

31
4,
81
1

15
年
以
上

20
年
未
満

44
,2
57

34
0,
49
8

94
25
0,
27
4

22
,2
89

31
4,
83
0

4,
28
0

32
4,
72
4

17
,5
94

37
7,
33
3

20
年
以
上

25
年
未
満

42
,7
98

38
7,
21
7

18
6

27
6,
03
0

23
,1
97

36
9,
54
1

5,
01
7

37
6,
33
4

14
,3
98

42
0,
92
3

25
年
以
上

30
年
未
満

37
,4
44

42
1,
52
8

28
3

29
6,
26
3

21
,6
99

40
4,
27
0

4,
41
5

41
3,
60
4

11
,0
47

46
1,
80
2

30
年
以
上

35
年
未
満

32
,9
07

44
5,
63
6

51
8

32
8,
19
7

23
,1
05

43
3,
37
7

3,
08
2

44
1,
33
7

6,
20
2

50
3,
25
0

35
年

以
上

27
,1
15

45
1,
44
9

1,
07
5

35
7,
54
6

23
,3
51

45
2,
18
1

1,
44
2

45
4,
18
8

1,
24
7

51
5,
52
3

（
注
）
１

人
員
及
び
平
均
俸
給
額
は
平
成
18
年
４
月
１
日
現
在
の
も
の
で
あ
る
が
,経

験
年
数
階
層
の
分
類
は
同
年
１
月
15
日
現
在
の
経
験
年
数
（
端
数
切
り
捨
て
）
と
し
て
い
る
。

（
以
下
，
各
俸
給
表
に
つ
い
て
同
じ
。）

２
特
定
任
期
付
職
員
及
び
任
期
付
研
究
員
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

行
政
職
俸
給
表
㈠

学
歴

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
経
験

区
分

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

年
数
階
層

計
人

16
8,
72
2

円
32
8,
47
7

人 24
4

円
35
5,
58
9

人
81
,1
45

円
34
7,
37
1

人
16
,3
06

円
32
2,
94
1

人
71
,0
27

円
30
8,
06
9

１
年

未
満

2,
74
3

16
7,
37
8

59
1

14
1,
43
2

31
3

15
3,
84
4

1,
83
9

17
8,
01
9

１
年
以
上

２
年
未
満

3,
49
3

17
4,
95
4

66
6

14
5,
96
4

27
2

15
8,
85
1

2,
55
5

18
4,
22
5

２
年
以
上

３
年
未
満

3,
69
1

18
3,
26
8

54
3

15
1,
07
6

24
9

16
4,
78
5

2,
89
9

19
0,
88
5

３
年
以
上

５
年
未
満

7,
95
4

19
4,
92
5

1,
07
7

16
2,
03
6

57
7

17
7,
32
5

6,
30
0

20
2,
15
9

５
年
以
上

７
年
未
満

7,
86
5

21
3,
72
3

1,
15
3

18
1,
44
6

56
3

19
2,
82
1

6,
14
9

22
1,
68
9

７
年
以
上

10
年
未
満

12
,8
05

23
8,
74
4

7
16
4,
57
1

2,
28
8

20
5,
12
3

1,
21
6

21
8,
02
0

9,
29
4

24
9,
78
9

10
年
以
上

15
年
未
満

27
,5
07

27
5,
19
6

22
18
9,
33
2

10
,8
05

24
7,
45
6

2,
79
4

25
6,
85
5

13
,8
86

30
0,
60
8

15
年
以
上

20
年
未
満

25
,5
60

32
6,
09
3

11
23
5,
81
8

12
,6
44

29
8,
73
1

2,
40
1

31
2,
19
6

10
,5
04

36
2,
30
0

20
年
以
上

25
年
未
満

25
,1
62

37
6,
39
6

18
31
7,
87
2

13
,4
83

35
4,
62
0

3,
09
4

37
0,
91
7

8,
56
7

41
2,
76
9

25
年
以
上

30
年
未
満

21
,6
47

40
9,
73
7

20
34
2,
44
5

13
,3
08

39
5,
07
7

2,
49
9

40
8,
02
9

5,
82
0

44
4,
22
3

30
年
以
上

35
年
未
満

16
,6
37

42
8,
70
8

35
36
7,
66
6

12
,4
64

42
2,
36
0

1,
46
1

43
5,
03
6

2,
67
7

45
5,
60
6

35
年

以
上

13
,6
58

43
9,
92
7

13
1

40
7,
73
7

12
,1
23

43
8,
61
4

86
7

44
6,
82
4

53
7

46
6,
28
8
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６ 地方財政と人件費

１ 地方財政計画（平成18年度）

⑴ 平成18年度地方財政計画における給与費の状況

平成18年度の地方財政計画の歳出総額は83兆1,508億円である。このうち給与費は20

兆4,825億円となっており，平成17年度（20兆9,193億円）に比べ4,368億円減少してい

る。

２ 決算額（平成16年度）

⑴ 人件費

人件費は職員給，退職金，委員等報酬，議員報酬手当，地方公務員共済組合等負担

金等からなっている。平成16年度普通会計における人件費の決算額は25兆6,133億円

で，歳出総額に占める割合は28.1％であり，平成15年度（28.0％）より0.1％増加して

いる。

また，平成16年度の人件費決算額の対前年度増加率は△1.2％であり，前年度の増加

率△1.8％を上回っている（図－１）。
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表―１ 地方財政計画と給与費
（単位：億円・％）

区 分 昭48年度 53 58 62 63 平元年度 ５ 10 11 12 13 14 15 16 17 18

地方財政計画額Ａ 145,510343,396474,860543,796578,198627,727764,152870,964885,316889,300893,071875,666862,107846,669837,687831,508

うち給与費Ｂ 40,030104,232134,599161,712165,431172,120217,555233,137235,972235,783235,714236,254233,696229,382226,684204,825

義務教育関係職員Ｃ 14,670 36,027 46,159 53,580 53,990 54,916 65,748 68,247 68,579 67,938 68,012 68,617 67,311 66,607 66,298 61,572

警 察 職 員Ｄ 4,624 10,977 14,249 17,138 17,593 18,343 22,698 25,605 25,894 26,047 26,498 27,011 27,254 27,149 26,346 24,139

一般職員及び義
務制以外の教員
並びに特別職等

Ｅ

20,736 57,228 74,191 90,994 93,848 98,861129,109139,285141,499141,798141,204140,626139,131135,626134,040119,114

Ａ 23.8 19.1 0.9 2.9 6.3 8.6 2.8 0.0 1.6 0.5 0.4 △1.9 △1.5 △1.8 △1.1 △0.7

Ｂ 15.6 11.3 2.0 3.1 2.3 4.0 4.6 0.9 1.2 △0.1 △0.0 0.2 △1.1 △1.8 △1.2 △2.1

増 加 率

⎧
｜
｜

⎨
｜
｜

⎩

Ｃ 17.4 10.7 1.0 2.6 0.8 1.7 3.4 △0.8 0.5 △0.9 0.1 0.9 △1.9 △1.0 △0.5 △1.1

Ｄ 16.1 10.3 3.3 3.6 2.7 4.3 4.5 1.6 1.1 0.6 1.7 1.9 0.9 △0.4 △3.0 △0.4

Ｅ 14.2 11.9 2.3 3.3 3.1 5.3 5.2 1.6 1.6 0.2 △0.4 △0.4 △1.1 △2.5 △1.2 △3.1

Ｂ／Ａ 27.5 30.4 28.3 29.7 28.6 27.4 28.5 26.8 26.6 26.5 26.4 27.0 27.1 27.1 27.1 24.6

Ｃ／Ｂ 36.6 34.6 34.3 33.1 32.6 31.9 30.2 29.3 29.1 28.8 28.9 29.0 28.8 29.0 29.2 30.1
給与費の

Ｄ／Ｂ 11.6 10.5 10.5 10.6 10.6 10.7 10.4 11.0 11.0 11.0 11.2 11.4 11.7 11.8 11.6 11.8
構成割合

Ｅ／Ｂ 51.8 54.9 55.1 56.3 56.7 57.4 59.3 59.7 59.9 60.1 60.2 59.5 59.5 59.1 59.1 58.2
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⑵ 人件費に対する一般財源の充当状況をみると，平成16年度は，34.5％（平成15年度

34.2％）が充当されており，一般財源総額の３分の１以上を占めている（図－２）。

⑶ 平成16年度においては，人件費の対前年度増加率は△1.2％と歳出決算額の増加率

（△1.4％）を上回っているが，人件費を含む義務的経費の歳出総額に占める割合は

50.6％と高い水準にあり，財政構造硬直化の一因となっている。

給与の適正化は各地方公共団体の努力により前進をみているが，なお，一部の団体

においては，水準，制度・運用ともに問題が残されている。したがって，給与の適正

化は給与制度上はもちろん財政運営の見地から今後とも重要な課題となっている。
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